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内容梗概

本論文は、筆者が 1988 年から現在まで(株)日立製作所システム開発研究所ならびに 1997

年から現在まで大阪大学大学院工学研究科情報システム工学専攻在学中に行ってきた、マ

ンマシン協調業務における知識処理方式に関する研究成果をまとめたものである。

近年、市場のニーズにマッチした製品、サービスを、タイムリに市場に提供するために、

製品、サービスの提供者の中では、特に、ビジネスサイクルにおける計画業務におい て、

知識工学を適用したマンマシン協調アプローチによる業務支援に対するニーズが高 い。計

画過程における専門家が、刻々移り変わる計画の前提となる条件や情報をタイムリーに取

り jムみ、限られた時間の中で計画を立案、あるいは修正するために、基本的で既にオーソ

ライズされている定型的、手続き的な方法を用いるだけでなく、長年の市場分析経験をも

とにしたアドホ ッ クな方法を適宜用 いて業務を遂行するためである。

そこで、本研究では、実用的なシステム構築のために専門家の意図や理解から外れないよ

うに知識ベースの構築を行う、という観点から、下記の 3 つの課題を解決することを目的

とする。

(1 )知識工学アプローチの中でマンマシンのタスク分担を円滑に行うために、計算機が何を

やっているか専門家が理解できるように知識ベースを構築する方法。

(2) マンマシンのタスク分担における専門家の業務を支援するために、テキストでは表現 し

にくい環境情報を業務に関係づけて計算機に取込み、業務を効率良く遂行するために必

要な知識として利用可能とする方法。

(3) 構築した知識ベースを、専門家の業務ペースに合せて高速に処理する方法。

上記の目的を達成するために、本研究では、知識工学アフローチにおけるマンマシン協調

を、専門家の業務ペースに合わせてレスポンス良く行うために、まず、専門家の知識の一

部を代替知識で置換えてルールで記述することにより知識ベースを構築する。次に、専門

家が構築した知識ベースを持つエキスパートシステムを用いて業務を行った結果と、手作

業で業務を行った結果とを比較することにより、構築した知識ベースを用いたマンマシン



協調による専門家支媛の有効性を評価する。さらに、構築した知識ベースを分割処珂する

ことによる知識ベースの高速処理方法を提案する。さらに、業務を効率よく遂行するため

に必要な環境情報を、イメージ情報を用いて計算機に取り込む手法を提案する。これらに

より、専門家が限られた業務時間内に、計算機を用いて課題に対するその時々の解を見つ

けることのできる業務支援方法を実現する。

本論文は、全 5 章から構成される。

第 l 章の序論では、知識工学アプローチによるマンマシン協調業務を実現するために、構築す

る知識ベースに対する専門家の可読性、専門家が環境情報を計算機に取込むこと、及び構築した

知識ベースを専門家の業務ベースに併せて高速に処理することの重要性と解決すべき課題を述

べ、従来研究を概観するとともに、本論文の目的と位置付けを明らかにする。

第 2 章では、購買履歴の重回帰分析を基本とする顧客セグメンテーション業務を取り上

げ、汎用の重回帰分析パッケージソフトウェアへの入力情報となる説明変数の取捨選択を

支援するエキスパートシステムの知識ベースを、パックトラックを起こさないで説明変数

を順次削除する代替知識を用いて構築した内容を示す。さらに、構築したエキスパートシ

ステムを、通販業の顧客セグメンテーション業務における売上高予測式作成作業に適用し

て、構築した知識ベースを用いた分析結果と専門家の手作業による分析結果とを比較評価

し、その有効性を示す。

第 3 章では、現場の環境情報を計算機に取込んで、すでに計算機の中にある情報(知識)

と併せて業務で用いるための手書きメモ入力システムを提案する。具体的には、業務アプ

リケーションプログラムの任意の画面全面に手書き文字が入力可能な手書きメモ入力機能、

および手書きメモのベクトル情報を業務アプリケーションプログラムのイメージ画像と合

成して一つのイメージメモを作成、保存するイメージメモ管理機能を提案する。さらに、

提案システムを電力設備の保守業務に適用する場合の業務支援方式を考察する。

第 4 章では、バックトラックを起こさない代替手順等を用いて手続き的に処理を行うよ

うに構造化して構築した知識ベースを分割処理することによる高速処理方法について提案

する。事例として、変種変量生産における製造工程スケジューリング業務の支援問題を取

上げ、推論中に組合せ計算のための条件照合処理が多く発生する部分ほど条件照合範囲を

限定する手法を提案する。さらに、提案方法にもとづいて構築したエキスパートシステム

を用いて、その処理内容毎の処理時間を分析し、提案方法の有効性を示す。

最後に、第 5 章では、結論として本研究で得られた成果を要約し、今後に残された課題

について述べる。
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第 1 章

序論

1. 1 はじめに

近年、市場のニーズにマッチした製品、サービスを、タイムリに市場に提供するために、

製品、サービスの提供者の中では、特に、ビジネスサイクルモデル [1 ]の中の、計画過程に

おける業務に計算機を利用した業務支援に対するニーズが高い。計画過程においては、市

場へ即応して製品やサービスを提供するため、熟練した計画担当者(以下、専門家と呼ぶ)

が、刻々移り変わる計画の前提となる条件や情報をタイムリーに取り込み、限られた時間

の中で計画を立案、あるいは修正することが必要になる。専門家は、基本的で既にオーソ

ライズされている定型的、手続き的な方法を用いるだけでなく、長年の市場分析経験をも

とにしたアドホックな方法を、計算機処理との対話 [2J の過程で適宜加えながら、業務を遂

行する。このため、計画業務の計算機利用支援は、マンマシン協調型アフローチ [3J で進め

るのが合理的である。

このマンマシン協調型アプローチを具体化するため、計算機側に処理プログラムを実装

する方法として、知識工学アプローチ[4-6J が有効である。計画業務における、マンマシン

問のタスク分担、および知識工学アプローチの様子を図 1 . 1 に示す。計画業務の前庭とな

る条件や情報としては、計画データや制約条件のように数値情報およびテキスト情報で与

えられる情報(以下、計画条件と呼ぶ)と、製品のイメージや現地の状態のように実際に専

門家が目で見たり、写真やメモのような画像で与えられる情報(以下、環境情報と呼ぶ)が

ある。専門家のタスクは、計画条件と環境情報を総合的に判断して計画手順を策定し、計

画知識を知識ベースとして計算機に実装した業務支援システムに策定した計画手順にもと

づいて計画条件を入力して計画案を得、必要に応じて計画案を修正することである。既存

1 



上記のマンマシン協調型の知識工学アプローチを実業務に適用しようとする場合には、専門家が次の方法では解を見出せなかったり、取るべき方策を一つに決めきれない場合、

以下の 3 つの点を考慮する必要がある。環境情報をタイムリーに参照して活用することに取るべき方策を適切に判断するために、

( 1 )マンマシン聞のタスク分担が変わることを考慮した知識ベースの構築方法一方、計算機のタスクは、専門家の計が、質の高い計画を行うための重要な要因になる。

問題解決における人間の行動をモマンマシン間の一般的なタスク分担方法に関しては、画知識を記述した知識ベースを持つ業務支援システムにより、専門家の入力した計画条件

ラスムッセたとえば、デル化し、その一部を計算機処理に置換える方法が一般的である。このタスク分担により、専門家はにもとづく計画案の作成/修正処理を行うことである。

ンの人間行動の制御に関するモデル [7J は、ルールベースレイヤの定型的なルールを計算機限られた業務時間内に出来るだけ所望の状態に近い計画を得る。

側において計算機が処理し、直面したことのないような状況における知識ベースレイヤ の

判断を人聞が行うというタスク分担を表現している。

上記の前提を知識工学アプローチに適用すると、実システム構築の際には、次のような

一つは、考慮すべ問題があることがこれまでの知識ベース構築から明らかになっている。

き前提条件が多い場合には、構築の初期段階に前記のルールベースレイヤの定型的なルー

ースレイヤの処理に関しては、専門家でさえも高次の概念レベルに立ち戻り、種々の方法

の高い知識を、知識ベース構築の初期段階で定型的なルールとして知識ベースの中に組込

込み、

あるいはテスト運用の中でタスクの分担を見極めて補

夫が必要である。環境情報は、専門家が見れば分かるが、テキストや数値に置換えて表現

上記知識ベ

質

知識が暖昧性か

つ不確実性[11-13J を持っているため、専門家であっても環境条件が明確になった時点でな

予め知識ベースの構造化を意

参照するためには、業務や既存の業務支援システムと整合性を保って環境情報を取込む必

そこで、業務に支障をきたさないように短時間で容易に環境情報を計算機に取

ルと知識ベールレイヤの判断を行う非定型的な知識とを明確に区別することが難しいとい

その結果、業務の遂行に十分な定型的なルールを抽出することが因

知識ベースを構築する過程でさまざまなケースを

マンマ

環境情報のタイムリーな参照を実現するために、環境情報を容易に計算機に取り込む工

しかも、入力した環境情報をタイムリに

かつ、参照できるような工夫が必要である。

このため、

したがって、構築フロセスを円滑化するためには、

識した構築プロセスとそれに対応したシステム構造を考えることが必要である。

一方、

を試して結果を比較してみないと次に取る方策を明示できないことが多い。

さらに、

難なため、質の高い計算機処理結果を得ることが出来ない場合が多い。

分析しないと、ルールとして計算機に記述することが出来ない。

シン役割分担そのものが構築の過程で変わることを前提に、

(2) 環境情報を計算機へ入力する手段を提供すること

することが難しいため、計算機に取り込み難い。
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この場合、

いと取るべき手段が明確に出来ない。

システム構築の過程、

正していくことが必要となる。

むことは一般的には難しい。

う問題である [8-10J 。

このため、

要がある。

業務支援

システム

計画条件に

もとづく計画
案作成/修正

処理

知識ベース

図1. 1 マンマシン協調型知識工学アフローチによる業務支援の概要
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(3) 計算機処理を専門家の業務ペースに合わせてレスポンス良く処理すること

限られた業務時間内に、正確に、より良い結果を出すためには、計算機側のタスクの処

理を効率良く行う工夫が必要である。計算機とのタスク分担を実用化するためには、専門

家が業務における自分の作業ペースを崩すことなく業務遂行出来ることが望ましい。環境

条件の変化に対応できないような場合、計算機処理時間が専門家に長い処理待ちを頻繁に

引き起こすと、専門家がその業務の一部として計算機を使うことに意味がなくなる場合が

生じることがある。このため、計算機側の処理を、専門家の作業ペースに合わせて迅速に

行わせることが必要である。

上記目的を考える時、専門家から獲得した知識を処理の効率化を考えて一旦再構成した

後で知識ベースに記述することが必要な場合がある。 一般的に、計算機に取り込む知識が

多くなるに従って、処理する場合の数が増えるので処理が遅くなる。このため、専門家か

らヒアリングした知識をそのまま計算機処理することは、必ずしも合理的であるとは限ら

ない。

本論文では、上記の考察をもとに、実用的なシステム構築のために専門家の意図や理解

から外れないように知識ベースの構築を行う、という観点から、下記の 3 つの課題を解決

することを目的とする。

( 1 ) 知識工学アプローチの中でマンマシンのタスク分担を円滑に行うために、計算機が何を

やっているか専門家が理解できるように知識ベースを構築する方法。

(2) マンマシンのタスク分担における専門家の業務を支援するために、テキストでは表現し

にくい環境情報を業務に関係づけて計算機に取込み、業務を効率良く遂行するために必

要な知識として利用可能とする方法。

(3) 構築した知識ベースを、専門家の業務ペースに合せて高速に処理する方法。

1. 2 本研究の背景

本節では、 1. 1 節で述べた 3 つの課題に対する、既存研究のアプローチとその問題点

について述べる。

1. 2. 1 タスク分担を円滑に行うための知識ベースの構築

従来 、 知識工学アプローチにおけるマンマシン協調の課題の解決は、専門家の知識を忠

実に計算機で再現するための知識表現の工夫と、専門家が計算機を利用する際に動的に知

識を計算結果に取込むことを目的としたマンマシン聞のインタフェースの工夫によって行

4 

われてきた。具体的には、従来の一般的な知識ベース構築手)11買 [4J の過程での知識獲得方法

や知識構造化方法の改善によるもの [14 ， 15J 、適用分野(ドメイン)を限定した構築支援ツー

ルの構築によるもの [16 ， 17J 、予め複数用意した統計的解決手法を選択する形式のもの [18 J

などがある。

知識ベース構築手順の過程での知識獲得方法を改善する手法については、計算機との対

話形式インタビューにもとづく方法[ 14J 、汎用的なタスクを準備する方法 [15 J など、種々

の方法が報告されている。しかし、対話型インタビューにもとづく方法では、比較的限ら

れた時間内に、また予め限られた範囲の前提条件をもとに専門家からの知識を抽出するも

ので、業務に必要な環境条件の変化を十分に考慮した知識の抽出を行うことには難しい。

汎用的なタスクを準備する方法では、専門家より得られた知識を予め準備されたタスクを

用いて再構成する必要があるため、用いるべき汎用的なタスクを明確にするのが困難であ

ったり、再構成して構築した知識ベースが専門家にとって分かり難かったりする。

適用分野を限定した構築支援ツールを構築する手法に関しては、その分野特有の知識を

予め計算機処理プログラムに組込んだ、いわゆるドメインシェル [16] を構築することによ

り、システム構築の効率化を図るものである。しかし、 ドメインに特化した知識の記述を

加えるほど他のドメインへの適用が困難となり、結局専門家の問題解決方法をドメインシ

ェルのそれに合わせざるを得ず、専門家から見たシステムの分かり難さを生じたり、シス

テム構築にかえって時間が掛かる。また 、 基本的に制約条件を限定した部分的な知識を計

算機に記述して部分解を計算機に出力させ、専門家がそれを組み合せるために、時間軸を

ずらすような限定された条件緩和を行うという専門家と計算機との協調型システムを構築

する手法においては [17J 、専門家が一度に考慮して付加できる条件が限られるため、限ら

れた業務時間内で一定の質の解を得ることは難しい。

また上記のように分野を限定するのではなく、予め複数用意した統計的解決手法を選択

する形式のシステム構築に関しては、ルールベースを用いて、例えば、重回帰モデルのよ

うな分析手法や統計モデルそのものの選択を行う方法が報告されている [18J 。しかし、予

め準備されている手法が古典的な数学手法に沿って記述されているため、手法問の相関が

ない場合には 、 得られた結果を種々の環境条件に照し合せて別の手法で繰返し改善するこ

とは難しい。

1. 2. 2 環境情報を業務知識として計算機に取込む方法

業務を正確に効率良く進めるために、必要な環境情報を計算機に取込んで利用する方法

に関しては、従来、カメラ等の撮影装置、計測センサを用いる方法 [19 J や、ペンとタブレ
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ットのような入力デバイスを用いる方法 [20J がある。

現場の状況をカメラ等で撮影することにより、画像として計算機に取込む方法 [19 J は、

現状の生の情報をリアルタイムに得られる有効な方法である。また、取込んだ画像を計算

機による認識処理 [2 1. 22J を行って計算機に理解させて自動的に処理する方法は、監視の対

象となる点が多い場合等に、異常事態の発生をいち早く察知する必要がある場合に用いら

れている。しかし、この方法は、設備が巨大である場合、監視すべき点か多い場合等、多

くの場合に巨大な設備投資が必要であるため、通常のオフィスや中小規模の生産設備で容

易に使える方法ではない。また可搬性の面でもデメリッ卜がある。

一方、ぺンとタブレット、あるいはマウスのような入力デバイスを用いて、計算機に手書き文

字やスケッチの形で直民環境情報を取込む方法 [20J に関しては、近年、ペンインタフェースを有

する計算機が用いられている [23J 。ペンインタフェースを持つ計算機を用いると、現地で既にデ

ータベース化されている情報を画面に表示して参照し、ペンを用いて現場で発生している情報を

メモ書きして保存することができる。しかし、ペンインタフェースに関しては、入力した手書き

文字や図形データを高速かつ正確にコード情報に変換できるかという機械認識技術 [24J や、小さ

な字が書けるかどうかという、ぺンインタフェースのハードウェア仕様に観点を置いた研究が中

心であり [25-27J 、計画過程における実業務での活用を想定した環境情報の入力方法およびその業

務支援システムに関する研究は報告されていない。

1.2.3 知議ベースの推論処理の高速化方法

構築した知識ベースを高速に処理する方法に関しては、従来、実用的なエキスパートシ

ステム [14 ， 28-30J の構築において、専門家の知識を詳細に記述 [3 1. 32J しようとして知識ベ

ースが比較的大規模になった場合に処理性能が劣化するという問題が取り上げられ、種々

の処理アルゴリズム、およびその改善手法が提案されている [17 ， 33-35J 。例えば、製造装

置の構成が複雑で製品の数が多い対象におけるスケジューリング問題においては、顧客か

らの受注(オーダ)のスケジューリングを行う際に専門家がチェックする製造装置や製品の

属性が多い。このため、ルールやフレームの形式で知識ベースを記述するエキスパートシ

ステム構築ツールを用いて、専門家のスケジューリングロジックを記述すると、ルール実

行時の条件照合処理のために膨大なルールとフレームとの聞のマッチング処理が必要とな

り、上記の問題が生じる。

従来の高速化方法は、上記問題に必ずしも有効と言えない。例えば推論アルゴリズムを

改善する方式 [33J は、対象問題によってその有効性が異なる。コンパイル方式を探用して

フレームのスロット参照を高速化する方式 [34J は、知識ペースが大規模になるとメモリの

6 

点でハードウェアの制約を受けることがある。また、一部の制約条件のみをチェックした

部分スケジュールをエキスパートシステムが短時間で出力し、専門家がそれらを修正ある

いは合成する方式 [17J は、制約条件数が多い場合や制約条件が独立に緩和できない場合に

は、スケジューリングが短時間で収束しないことが多い。

1. 3 本研究の方針

本研究では、知識工学アプローチにおけるマンマシン協調を、専門家の業務ペースに合

わせてレスポンス良く行うために、まず、専門家の知識の一部を代替知識で置換えてルー

ルで記述することにより知識ベースを構築する。次に、専門家が構築した知識ベースを持

つエキスパートシステムを用いて業務を行った結果と、手作業で業務を行った結果とを比

較することにより、構築した知識ベースを用いたマンマシン協調による専門家支援の有効

性を評価する。さらに、構築した知識ベースを分割処理することによる知識ベースの高速

処理方法を提案する。さらに、業務を効率よく遂行するために必要な環境情報を、イメー

ジ情報を用いて計算機に取り込む手法を提案する。これらにより、専門家が限られた業務

時間内に、計算機を用いて課題に対するその時々の解を見つけることのできる業務支援方

法を実現する。専門家の業務支援における本研究の位置付けを図1. 2 に示す。

知識ベースの構築は、汎用性かつ適用性に優れる、自然言語で表現できる IF-THE

N形式のルールとフレームを処理することのできるハイブリッド型のエキスパートシステ

ム構築ツール [29 J を用いて行う。これにより、まず専門家による個々のルールに対する可

読性を得る。その上で、専門家による計算機処理の内容や結果の理解を妨げないように、

順次処理を行う知識を知識ベースに記述する [36 ， 37J 。知識の記述にあたっては、専門家自

身が情築した知識ベースシステムを用いるという前提に立って、専門家から得た業務知識

をもとに知識ベースを構築する際に 、 専門家に確認を取りながら順次処理を行う知識に置

き換えるようにする。さらに、構築した知識ベースを持つエキスパートシステムを用いる

ことが、専門家の業務に与える影響を評価する [38 ， 39J 。

業務を効率よく遂行するために必要な環境条件をイメージ情報を用いて計算機に取り込

む手法に関しては、ペンインタフエースを有する携帯型の計算機を用いて、環境情報を手

書きメモとして計算機に取込むための手書きメモ入力システムの構築方法を提案する。環

境情報を計算機に取込む際にテキスト化することは、時間がかかり、かっかえって分かり

にくくなる場合も生じる。このため、専門家が見て分かればよいという観点を重視し、入

力した手書きメモを、計算機画面の業務アプリケーション画面と合成してイメージメモ情
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報として管理する、手書きメモ入力/管理手法を提案する [40-43J 。

構築した知識ベースの高速処理方法については、フロダクションシステムの処理アルゴ

リズムとして広く採用されている RETE アルゴリズム[44J の改良アルゴリズム[45J を採

用した汎用のエキスパートシステム構築ツールを用いた場合の 、 推論処理の過程における

ルールの条件照合処理を分析し、条件照合処理が多くなるルールの記述方法を抽出する。

これより、抽出した記述方法に対応した条件照合範囲の限定処理方法を提案する [46-53J 。

| 朝家 i

J主同
計画手11頃
の策定

計画条件

の入力

計画案の
修正

イメージ情報に
よる環境情報
の入力方法
く第3章>

図1. 2 本研究の位置付け
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| 計算機 | 

業務支援システム
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システム)

環境情報

データベース

分割処理による
知識ベースの

高速処理方法
<第4章〉

代替知識を用い

た知識ベースの
構築と評価
く第2章〉

1. 4 本論文の構成

本論文では、第 2 章以降を以下のように構成する。

第 2 章では、購買履歴の重回帰分析 [54-56J を基本とする顧客セグメンテーション業務

[57 , 58J を取り上げ、汎用の重回帰分析パッケージソフトウェアへの入力情報となる説明変

数の取捨選択を支援するエキスパートシステムの知識ベースを、説明変数の持つ属性値に

よって手続き的に順次自動的に削除する知識を用いて構築した内容を示す。さらに、構築

したエキスパートシステムを、通販業の顧客セグメンテーション業務における売上高予測

式作成作業に適用して、構築した知識ベースを用いた分析結果と専門家の手作業による分

析結果とを比較評価し、その有効性を示す。

第 3 章では、現場の環境情報を計算機に取込んで、すでに計算機の中にある情報(知識)

と併せて業務で用いるための手書きメモ入力システムを提案する。具体的には、業務アプ

リケーションプログラムの任意の画面全面に手書き文字が入力可能な手書きメモ入力機能、

および手書きメモのベクトル情報を業務アフリケーションプログラムのイメージ画像と合

成して一つのイメージメモを作成、保存するイメージメモ管理機能を提案する。さらに、

提案システムを電力設備の保守業務に適用する場合の業務支援方式を考察する。

第 4 章では、パックトラックを起こさない代替手順等を用いて手続き的に処理を行うよ

うに構造化して構築した知識ベースを分割処理することに よ る高速処理方法について提案

する。事例として、変種変量生産における製造工程スケジ ュー リング業務の支援問題を取

上げ、推論中に組合せ計算のための条件照合処理が多く発生する部分ほど条件照合範囲を

限定する手法を提案する。さらに 、 提案方法にもとづいて構築したエキスパートシステム

を用いて、その処理内容毎の処理時間を分析 し、提案方法の有効性を示す。

第 5 章では、結論として本研究で得ら れた成果を要約し 、 今後に残された課題について

述べる。
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第 2 章

通販業における需要予測支援のためのエ

キスパートシステムの開発と評価

2. 1 緒言

本章では、計画過程における専門家の実業務を支援するために、専門家の知識の一部を

パックトラックを起こさない代替知識に置換えて知識ベースを構築したエキスパートシス

テム、および、このエキスパートシステムを適用して構築した分析システムの例を示す。

さらに、適用事例において、専門家がエキスパートシステムを用いて業務を行った結果と、

手作業によって業務を行った結果とを比較して評価する。適用事例として、通販業におけ

る売上高予測業務の一環である顧客セグメンテーション業務を取り上げ、顧客の履歴デー

タを分析する汎用パッケージソフトウェアへの入力情報の取捨選択を支援するエキスパー

トシステムを構築する。

アパレル商品を取り扱う通販業においては、商品の需要(販売量)予測を精度よく行うこ

とが重要な課題である。通販業では、店舗を持たず、顧客から葉書や電話によって注文を

受ける。このため、百貨店のように顧客が店舗において直陵商品を取捨選択することがで

きないし、店員が他の商品を勧めるということもできない。顧客が注文した商品の在庫切

れが起こらないようにしなければならない。一方で、通常のアパレル商品販売と同様に、

多量の売れ残りが出ないようにすることも重要である。アパレル商品に対する人の噌好(ト

レンド)は、一部のいわゆる“定番けと呼ばれる商品を除いて、コマーシャルメディア等、

様々な要因の影響を受けて、半年や一年という短期で変わるという特徴がある。顧客の需

要に対して過不足なく商品を取りそろえるための需要予測は、商品寿命が短いので長期間
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の傾向から予測することは困難であり、 トレンド変化に合わせて半年や一年というシーズ

ン毎のサイクルで行わざるを得ない。

上記のような、シーズン毎の計画的な商品の生産、販売を行うために、通販業で主流と

なっているダイレクトマーケティングの分野では、データベースに蓄積した顧客の購買履

歴等の顧客データを商品毎に重回帰分析 [54 ， 55J を用いて分析し、販売量を予測する方法が

用いられている。重回帰分析では、説明変数の数を増やして、より多くの視点で分析する

ことにより、予測精度の向上が狙えるという利点がある。計算機パワーの向上、低コスト

化を背景に、ステップワイズ方式 [56] 等の分析アルゴリズムも考案され、多量のデータを

母集団とした分析が可能となっている。

しかし、近年では、経験豊富な専門家が上記計算機分析を用いても、実用的時間内で満

足な分析結果を得ることが困難になっている。

その背景としては、上記のように、通常のアパレル商品販売よりも精度のよい需要予測

が要求されることに合わせて、 トレンドが短期で変わり、また顧客の好みが個性化して来

たため、分析時に選択する説明変数の組合せが変わりやすくなっていることが挙げられる。

説明変数の組み合わせをトレンドの変化の毎に再構成するが、得られた予測式を評価した

結果が悪いことが多い。また、分析をやり直す場合にも、各々の説明変数が直接分析に与

える影響を把握できないので、結局各説明変数の追加・削除を試行錯誤でやり直さざるを

得ないことも多い。

古典的需要予測手法であるエグゼクティブ陪審法等の主観的方法、指数平滑法等の時系

列モデルを用いた客観的/定量的方法等、様々な予測手法 [59 J では、本章で対象とする「評

価指標が多岐にわたる」問題には、有効な適用が難しい。また「熟練者のノウハウを多用

して、状況に応じた解を得る J 知識工学的手法の適用に関しては、ルールベースを用いて

分析手法や統計モデルそのものの選択を行う方法が報告されている [60 ， 61J が、個々の手法

を効率よく短時間で行う工夫については検討されていない。また、知識ベースにより重回

帰モデルの適用、評価を繰り返す手法 [62J では、個々のモデルを定型的な数学的手法に従っ

て記述しているため、説明変数の数が多い場合には、分析に時間がかかることが想定され

る。

本章では、上記従来方式の矛盾点を解決し、分析時間を実用レベルまで短縮することを

目的として、ステップワイズ分析方式において、熟練した専門家の経験によって一度に複

数の説明変数を追加・削除する分析方法をルールで表現した知識ベースを持つエキスパー

トシステムを構築する。さらに、専門家が構築したエキスパートシステム用いて業務を行っ

た結果と、従来通り手作業で業務を行った結果とを比較して評価する。
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以下、第 2. 2 節では、通版業の需要予測を重回帰分析で行う場合の専門家支援問題に

つ いて記述し、分析支援システム構築上の問題点を説明する。第 2. 3 節では、問題解決

のために構築したエキスパートシステムを適用した分析支援システムについて述べる。さ

らに、第 2. 4 節では、構築したエキスパートシステムをあるアパレル商品の売上高予測

式作成作業に適用した結果について考察、評価する。

2. 2 売上高予測における専門家支援問題

2. 2. 1 売上高予測作業の特徴

顧客にカタログなどの商品案内情報を送付し、顧客からのレスポンス(注文)により商品

を発送する、いわゆるダイレクトマーケティング形式で商品を販売する場合を取り上げる。

売上高予測は、通常、最も直近である前年同期の売り上げ履歴を分析して行う。さらに、

分析結果を購買実績のある全顧客に適応して、最もレスポンスが高いと予測される顧客に

商品案内を送付することで、商品の過不足が出来るだけ少ない販売促進活動を行う。

上記売上高予測式の作成作業には、 R F M (Recency: 最新購入日、 Frequency: 購入回

数、 jjonetary: 購入金額)分析 [57 ， 58J が用いられることが多い。顧客の特性を詳細に分析

するため、説明変数となる項目数を年齢、住居エリアなどの顧客の属性、商品グループ毎

の RFMなどの観点から増やして、顧客の購買行動をうまく説明する説明変数を重回帰分

析により選び出して、売上高予測式を作成する。

商品案内送付顧客は、図 2. 1 に示すように、一般に以下の手順で決定される。

( 1 )売上高予測式の作成

前年同期の商品案内送付後の購買実績についての特徴量データの中から、顧客の購買金

額を最もうまく説明する説明変数を選び出す。予測式作成では、特徴量データを説明変数、

そして購買金額を目的変数として重回帰分析を繰り返し行なう。

アパレル商品の企画から販売までにかかる期間は、多くの場合一年以上かかる。 一年先

を見越した需要予測を行わなければならないが、分析後にテスト販売するなど分析結果の

検証を行わなければ分析結果の評価が難しいため、需要予測にかけられる時間は僅か数週

間である。分析をより短時間で行うため、例えば類似特性を持つ対象商品をグループ化し

て分析を行い、相反する特徴を同時に分析する必要をなくすことで、各分類毎の分析を容

易にする工夫をしている。

また、重回帰分析では、短期間でも傾向が変わる外的要因と購買履歴や好みなど内的要

因の影響を同時に受けて変わる複雑な分析対象データの特性を多面的に分析するため 、 ØïJ
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えば年間/月間総数のように時間要因を加えて説明変数の数を増して分析観点を広げるな

どの工夫をする。

(2) スコアリング

作成した予測式を、現在までの購買実績についての特徴量データに適用して、全顧客に

ついて、今回の商品案内送付後の購買予想金額を算出する。

(3) セレクト

前年送付した商品案内と今回送ろうとしている商品案内の相違、商品案内送付後に行う

様々な販売促進活動の要因を考慮して査定し、上記購買予想金額を補正し、商品案内送付

顧客を決定する。

現状で、モデル作成以外の業務 (2) (3) には、それぞれ、商品案内発行毎に数 10人日を要

しているのに対し、(1 )の予測式の作成には、他部署からの応援を含めた数百人日を要して

おり、格段に工数が多く期間短縮の要求が強い。このため、本章では上記(1 )を用いた予測

式の作成作業の支援を対象とする。

売上高予測式作成用
データの切り出し

売上高予測式の作成

スコアリングデータの作成

スコアリング

商品案内を送付する
顧客の選別

図 2. I 通販業における商品案内送付顧客の決定手順
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2. 2. 2 専門家が分析する上での問題点

上記特徴を反映して、専門家が重回帰分析手法を用いて予測式を決定する場合に以下の

ような問題が起る。

(1 )説明変数の追加・削除を繰り返す過程で、次にどの説明変数を削除、あるいは追加すれ

ばより良い説明変数モデルが得られるのか分からなくなってしまうことが多い。個々の説

明変数が回帰式に与える影響は、基本的にモデルに残された説明変数の組合せによって決

まる。説明変数の追加・削除を繰り返すことによって、残った説明変数の組合せが変わる

ので、たとえ同じ説明変数を追加・削除しでも、得られる結果は異なってくる。その結果、

試行錯誤の繰り返しが生じ、各対象商品グルーフについて専門家が満足できる結果を得る

までに時間が掛る。

(2) 市場におけるメディアやトレンドの影響を受けて、分析対象となる母集団、すなわち顧

客データの特性は分析毎に異なっているため、予め設定された処理手 JII買を実行する「固定

的な分析手)11買」では、良い分析結果が得にくくなっている。

(3) 上述したように、分析対象の特性が複雑かつ変わりやすいため、過去に良い結果を得る

ことができた分析方法を用いても、良い分析結果が得られるとは限らない。このため、分

析のある途中結果に応じて別の分析観点を試してみることができるような工夫が必要であ

る。

2. 3 統計分析ツール/エキスパートシステム併用による専門家支援方法

2. 3. 1 問題解決のための基本的な考え方

本節では、前節で取り上げた売上高予測作業支援における問題に対して、図 2. 2 の専門家

と計算機のタスク分担の基本的な考え方に示すように、 1 )熟練した専門家の分析方法を調

査して、説明変数を削除する知識をルール化したエキスパートシステムを構築することに

より、重回帰分析に必要な説明変数決定作業を説明変数の数が 10個程度になるまで計算機

により行ない、さらに、 2) 計算機による説明変数の取捨選択履歴および統計情報を総て保

存して、専門家が任意の段階で分析を中断し、分析の途中履歴を参照して説明変数の追加 ・

削除を行い、その後分析を再開するという対話型分析機能を設け、計算機が作成した分析

の途中結果を専門家が修正して重回帰分析を完了するという計算機と専門家との作業分担

により、その解決を図る。
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重回帰分析 エキスパート
ツ-)レ システム

分析

重回帰分析 間
知識ベース

(顧客特性の
(抽出した

分析)
専門家

ノウ1\ウ )

対話型分析機能 v¥ 同穴
作業履歴管理機能| 専門家

計算機

図 2. 2 専門家と計算機のタスク分担の基本的な考え方

これは、以下の理由による。

( 1 )知識ベースを用いることにより、一度に複数の説明変数を削除する専門家のノウハウ的

な分析方法を計算機で模擬して実行できるので、作業時間短縮に効果を上げることが期待

できる。

一方で、専門家が計算機が出力する統計情報よりも過去の経験を頼りにアドホックに作

業を進める段階では、従来通り専門家が行う方が柔軟な分析を行うことができる。

(2) 専門家の分析知識をもとにルール表記により知識ベースを構築したエキスパートシス

テムは、従来の手続き型言語で記述されたシステムと比較して専門家のなじみが良く 、 記

述したルールの内容に対して専門家のコンセンサスが取れていれば、分析の途中で専門家

が介在して途中結果を修正することが容易である。このため、ルールベースに記述した固

定的な手順に加えて、専門家の柔軟な分析手順を試してみることができる。

(3) 分析のある途中結果に応じて別の分析観点を試してみるためには、分析過程の情報を参

照したり、分析をやり直したりできることが必要である。分析の際に参照しなければなら

ない情報量は非常に多い。これらの情報をもとに次の分析を行うためには、専門家の意図

沿って情報の選択表示や並び変えを行ったり、分析の段階の履歴を示すようなインタ

フェースが必要である。
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2. 3. 2 専門家の分析支援のための知識ベースの構築

実際の専門家の手法を分析して、以 Fのように知識ベースを惜築して計算機と専門家と

の問で処理の分担を実現した。

( 1 )専門家の分析手順と知識ベースの構築

知識ベース構築のために、複数の専門家から分析手法をヒアリングした。また実際に専

門家に同席して分析業務に携わり、ヒアリングした内容を確認した。その結果、専門家に

よって、また分析対象の商品分類によって、着目する統計情報が異なっていたり、 一度に

削除する説明変数が変わったりするという具合に、ヒアリングした分析手法が、専門家の

聞で必ずしも一致しないことが分かった。特に分析のフェーズが進み、 一度削除した説明

変数を復帰させる段階になると、その傾向が顕著になった。

そこで、まず、分析の前半で説明変数を削除していく段階の分析手法のみをルール化し

て知識ベースに記述することにした。分析の前半においても 、 専門家によっては経験則を

多用する場合はあったが、分析の初期の段階では、統計情報を見ながら少しずつ説明変数

を削除していく方法は、代替案として専門家のコンセンサスが得られ、知識ベースに記述

しでも可読性を損なわないと判断した。

次に、説明変数削除のために着目する統計情報の値を調査し、その値を基準にして段階

的に説明変数を減らすようにルールを設定し知識ベース に記述した。専門家は、基本的に

自分の経験よりも統計情報に重点に置いて分析し、削除の基準となる統計情報の値を少し

ずつ刻んで変えながら削除する説明変数を決定している。例えば仮説棄却率の値を O. 1 ずつ

減らしながら、条件を満たさない説明変数を順次削除する。通常は、数百個ある説明変数

の数が 1 / 20から 1/30前後になるまで絞り込む。

また、説明変数の数を 1/5程度から 1/20----1/30程度に絞る段階では、専門家はいずれも統

計情報と属性情報とを総合的に判断して削除する説明変数を決めていた。属性情報にもと

づく判断は、専門家のノウハウそのものである。専門家に代わって説明変数の絞り込みを

自動化するためには、有効なノウハウを入手して計算機に組み込むことが必要である。し

かし、ノウハウがアドホックで、個人差が大きいため、インタフェースを通じて専門家が

直接計算機に入力するという、対話型の支援形態を採用した。

(2) 分析インタフェースの構築

計算機による分析結果をもとに、専門家が説明変数の追加 ・削除を効率良く行うために

は、追加 ・削除を行った各段階の結果を適時参照できるよ うにし、効果が得られそうな説

明変数を専門家が経験をもとに判断し、優先的に追加・削除すればよい。

また、インタフエースを通じて説明変数を削除、復帰することにより分析を進めるため
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には、前提となる統計情報、分析履歴を参照することが不可欠である。また、専門家の直

感的な手法を分析結果に反映しやすくするため、分析の任意の段階へ直民戻れるようにす

る必要がある。

そこで、分析の過程で発生した情報は、全て蓄積するようにした。 専門家は、任意の段

階で残っている説明変数の統計情報の現況を参照できるとともに、任意の段階の分析結果

を参照できる。

さらに、専門家が自分の分析履歴を容易に理解できるように、分析履歴を経路として表

示できる一覧画面を設ける。専門家は何回目の分析結果から次の分析を再開したかという

履歴情報を覚えておく必要はなく、インタフェースを通じて直感的に理解し、分析をやり

直すことができる。

2. 3. 3 分析支援システムの機能

前述の考え方に基づいて構築したシステムのシステム構成および機能の概要を図 2. 3 に

示す。

ホストステーション

顧客特性の
分析
(重回帰分析
ツール)

計算機

ワークステーション

|加工編集|

削除候補の
選択

削除候補の
指示

|作業履歴管理|

|項目一覧表示|

評価結果
グラフ化

エキスパート
システム化範函

削除候補

削除項目

途中履歴

項目説明

評価結果用
クラフ

図 2. 3 システム構成および機能
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(1 )重回帰分析結果の加工・編集

重回帰分析結果を、専門家の指示に従って、図 2. 4に示すように、説明変数の確率、相関

関係、係数の符号など任意の基準に沿って並び替えて表示する。

(2) 削除すべき説明変数の選択

知識ベースに記述したルールに従って 、 各説明変数の統計情報(確率、相関係数、係数

の符号)を調べ、削除すべき説明変数を選択し、それらを削除候補として表示する。

削除候補と表示された説明変数は、次回の重回|帰分析を実行する際に自動的に削除され

る。専門家が画面を見て、さらに削除候補として追加したい、あるいは削除候補からはず

したい説明変数があれば、 図 2. 4 に示すように、インタフェースを通じて設定(ここでは、「入

力」項目 欄に íSJ を入力)することが可能である。

F , , , 

I 
F 

f 

F , 

一l 縫論結果 | 入力|説明変数名 |符号| 確率

2 
3 
4 

5 
ι 

売上高予測式作成
相関係数 l 、 |雄治結果| 入力 | 説明変叙名 |符号|確率

推論結果| 入力|説明変-数名 |符司確率 相関係数 1
0.00010391 

相関係蝕

図 2. 4 重回帰分析結果の表示/修正インタフェース
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| 履歴 斗

| 回復斗

| 検索 コ

| 削除 コ
|変数説曲

|繰返回![)
| 続行 コ
|連続実千斗

| 実行 斗

| 修了 コ

!国

(3) 説明変数削除後の重回帰分析再実行

削除したい説明変数を除いた残りの説明変数について、重回帰分析を l 回実行する。本

機能と (2) の選択機能を組合わせることによ り、「説明変数を一定個数ずつ自動削除してゆ

き、予め設定しておいた説明変数の数に減るまで実行を繰り返す」という連続実行機能を

実現することも可能である。

(4) 実行結果の履歴の蓄積、管理

分析過程で得られた分析結果および説明変数の削除履歴をすべて蓄積し、専門家の指示

により、図 2. 5 に示すように分析の任意の段階の分析結果を表示し、その分析に戻る。

(5) 各説明変数の属性表示

各説明変数について、その説明変数の表わす意味、重回帰分析結果の中でその説明変数

の持つべき正負の符号等を表示する。

(6) 分析結果の評価実行

得られたモデルを別の集団に適用して実際の値との宋離度を知るための分析結果評価

ジョブを実行する。

以下に、以上の重回帰分析支援機能を、アパレル商品の売上高予測式作成作業に適用し

た結果について考察、評価する。

2. 4 適用結果および評価

2. 4. 1 適用事例

ここでは、実事例におけるアパレル商品の売上高予測式作成作業に対して、構築した知

識ベースを実装したエキスパートシステムを適用して評価する。ここで売上高予測式とは、

ある顧客の購買履歴をもとにその顧客の購買高を予測する式である。

本事例における商品の数は、約 10 ， 000点である。分析効率をあげるため、紳士服/婦人

服の性別、ヤング/ ミセスの対象年齢、小物類、顧客の購買履歴(金額、利用回数)から

判断した顧客層、に着目して約50の商品グループに分類し、分類毎に分析を行う。

分析は、基本的には RFM分析であるが、最近 1 ヶ月 / 3 ヶ月のような時間的期間、過

去 5万円 / 10万円のような購入金額等を細かく分割してそれぞれの分析観点を増やし、初期

状態では、約 5 00個の説明数を用いて分析を開始する。

19 



問

:・仁二二...二二二

.・
・・・・..................... 

9回目の分析結果を表示しているときに
7回目からのやり直しを指定したため
10回目の重回帰分析が、 7回目の分析
結果をもとに行われたことを示す

24回目の結果を元!こ25回目の
重回帰分析を行ったことを示す

図 2. 5 分析の履歴管理
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2. 4. 2 専門家知識の抽出とルールベースの構築

エキスパートシステムは、図 2. 3のシステム構成に示すように、ローカルなワークステー

ション上に構築した。機築した知識ベース(ルールベース)の概要は以下の通りである。

( 1 )説明変数の数が 1/5程度になるまでの段階

説明変数の数が 1/5程度になるまでの段階では、表 2. 1 に示すように、主に統計情報と係数

の符号情報が説明変数削除の判断材料としたルールベースを構築することで、複数の専門

家の問でコンセンサスが得られた。そこで、 1 )専門家に代わって説明変数の絞り込みを行

ない、重回帰分析を自動的に実行する支援、 2) 専門家に代わって選んだ削除項目を専門家

に提示し、専門家がそれを判断した後に、重回帰分析を実行する対話型の支援を行うルー

ルを記述した。

表 2. 1 説明変数削除の判断情報

説明変数の情報種別 情報名称 判断基準

仮説棄却率 小さい程良い
統計情報

偏相関係数 大きい程よい

例:金額を表わす説明変数は
係数の符号

正である
属性情報

例:ミセス向け商品は
商品種別との関連

年齢との関係が強い

ルールベースには、表 2. 2 に示すように、説明変数を削除する説明変数削除のルールと、

実行するルールの順序を規定するルール群制御のルールがある。前者は着目する説明変数

の属性により 3 種類に大別され、後者は推論制御と画面表示制御のルールに大別される。

図 2. 6 に示す説明変数削除ルールの例は、現在何番目の説明変数をチェックしているかをフ

レームに記述された項目(スロット)@現状CNTでカウントし、さらに属性名称、既に削除対

象となっているかどうかをスロット 0属性、自削除7うグ l の値でチェックする。その後、スロッ

ト 0確率に記述されている仮説棄却率の値がO. 1 以上であることをチェックしている。この

条件を満たした上で、さらに、説明変数の残り数があらかじめ規定した数。最終項目数より

も多く、属性Rを持つ説明変数が2個以上あり、さらに既に削除候補となった説明変数が i
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個以上ある場合には、その説明変数を削除候補とすることを示している。図 2. ï に示すルー

ル群制御ルールの例は、「削除方法 1 J として定義したルール群制御ルールが実行対象になっ

たら、「確率削除」、「相関係数削除」、「終結果表示」、および「画面制御 J のそれぞれルール

群をこの順に推論処理対象にし、かつ各々のルール群の中の個々のルールをその並び順に

推論処理対象にすることを示している。

なお、説明変数問に強い相関関係がある場合、すなわち多重共線の問題がある場合、重

回帰分析により得られた予測式の各項の係数の値が、分析対象として抽出した販売履歴

データのほんのわずかな変化や説明変数の取捨選択に対して鋭敏に変化し、その結果、予

測式を用いて得た売上高予測結果に悪影響が及ぶことが知られている [55] 。実問題におい

ては、この多重共線の問題は、共線関係にある説明変数の一部を除去することにより処理

されることが多い。本研究においては、多重共線性の抽出や多重共線を考慮、した説明変数

の除去を知識ベースにより明に行うのではなく、専門家自身が、複数の販売履歴データに

対する重回帰分析結果を比較、修正する過程で、暗に行うことに委ねている。

(2) 説明変数の数が 1/20----- 1 /3 0個前後の段階

基本的には対話型で専門家が入力するが、分析時間の短縮のため、( 1) のルールベースを

延長的に適用して自動的に説明変数削除を行うことも可能にした。その結果を専門家が見

て、修正の必要有りと判断した場合には、分析履歴情報の参照機能を用いて、説明変数の

復帰、削除を行う。

表 2. 2 ルール種別とルール数

ルール種別 ルール種別詳細 ルール数

仮説棄却率 1 5 

説明変数削除 偏相関係数 1 0 

係数の符号 5 

推論制御 1 6 
ルール群制御

履歴等表示制御 2 6 
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(確率削除001
もし (WORK 001 の 。現状CNT を ?NO とする

(?7レーム の 。確率NO が ?i¥O であり
。属性 ?ミミ R であり
蛸IJ除7うグ l カt D でなく
。確率 カt O. 1 以上である

(77イ)~状;兄 の 。最終候補数 を ?s kouho とし
。項目残数 が ?s kouho 以上であり
。R残数 が 以上であり
。削除候補数 が 以上である

ならば
(send WORK 002 enqueue (削除名 ?フレーム ) ) 
(send WORK 001 ass i gn (現状CNT ?NO 十 1 ) ) 
(send 77イル状況 as s i gn (削除数 。削除数 + 1 ) ) 
(send 77イル1犬;兄 as s i gn (項目残数 。項目残数 -1 ) ) 
(send 77イ j川犬I兄 as s i gn (削除候補数，。削除候補数一 1 ) ) 
(send 77イル状況 assign ( R残数 。R残数
(s end ?7レーム assign (削除7うグ l “ D" 

図 2. 6 説明変数(説明変数)削除ルールの例

(ルール群 2
もし削除方法!
ならば

(ru!e_group 確率削除
(ru! e_group 相関係数削除
( r u ! e _g r 0 u p 終結果表示
(ru!e_group 画面制御

s t r a t e gy RO) 
strategy RO) 
strategy RO) 
strategy RO) 

図 2. 7 ルール群制御ルールの例
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2. 4. 3 評価手順

評価は以下の手順で行った。

( 1 )約 50種類の商品分類の中から、専門家の経験をもとに、データ件数、説明変数の数、作

業時に必要となるノウハウ等の観点から、評価対象とする特徴的な 7 つの商品分類を抽出

した。

(2) 抽出した商品分類について、説明変数の数が 1/20.-....1/30前後になるまで、自動実行機能

により説明変数削除を行ない、作業時間の計測、作業履歴の保存を行った。

(3) (2) の計算機による自動実行結果を専門家が評価し、修正が必要と判断した商品分類に

ついては、対話的に説明変数の追加・削除をしてもらい、作業時間の計測、作業履歴の保

存を行った。

(4) 専門家による予測式作成結果を、「手作業で作成した予測式」と「エキスパートシステム

を用て得た予測式J について比較し、ルールベース全体の有効性について専門家の評価を得

た。

(5) 各専門家/商品分類別に作業時間を集計し、作業時間の削減効果を算出した。
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2.4.4 評価結果

( 1 )知識ベースの構造化に対する評価

専門家にヒアリ/グを行った結果、専門家が計算機による説明変数削除結果を見て修正

が必要であるという判断をした場合には、履歴保存機能および対話的な説明変数削除 ・ 追

加機能を用いて修正が可能であることが分かり、専門家による知識ベースの可読性を煩う

ことなく構造化できていることが分かった。専門家の手修正方法は、図 2. 8 に示すように、

計算機によって得られた分析結果に対して、例えば年齢や購入回数に関する説明変数を、

たとえ分析の初期段階で削除された説明変数であっても復帰して回帰分析を実施し、分析

結果を見て対話的に説明変数を削除することを繰り返すというものであった。説明変数を

復帰する前後の分析結果を比較するために履歴保存機能が役に立った。また専門家の経験

を活かしたアドホックな説明変数復帰 ・削除を行うために対話的な説明変数削除 ・ 追加機

能が役に立った。ある段階まで立ち戻って分析をやり直す方法と比較して、専門家の経験

を活かしたアドホックな方法を柔軟に支援出来た。

川回目|
/
 /
 /
 

l分析終了

n回目| 最終項目

i );削除項目
口 園口:追加(復帰)項目

図 2 . 8 専門家の説明変数削除 ・ 追加方法の例
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(2) 構-築した知識ベースの質の評価

説明変数の自動削除を行った 7商品分類のうち、 4商品分類について、分析結果を別の母

集団データに対して適用して分析結果の検証を行う以前の専門家の満足(作成した式を他

の母集団に適用して検証を行わないと専門家でさえそれ以上の評価ができないという判

断)を得た。この4商品分類の特性に近い全体の 4 害1] の商品分類について同様に専門家の満

足が得られ、自動削除結果をもとに専門家の手直し無しで、検証フェーズに移れる見通し

を得た。
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また、残りの 3つの商品分類は、データ件数、説明変数の数が少なく、専門家でさえ良い

分析結果を得るために慣れが必要な商品分類であった。専門家の対話的修正が必要であっ

たが、修正結果は基本的にもとの分析結果から派生したものであり、代替条件で分析を実

行する修正時間を含めてもなお手作業による作業時間の約 1/3 に短縮可能であった。

なお、専門家による手作業での予測式、および構築した知識ベースを持つエキスパート

システムを用いた場合の予測式を、検証データに適用した結果を表 2. 3 に示す。表における

「最大人数購入額ランク」とは、購入者が最も多かった金額の分類を指し、このランクを用

いることで誤差を少なくすることを目的としている。個々の商品分類について誤差を見る

と、エキスパートシステムを用いた場合と手作業の場合との良否は付けがたい。 2 乗平均

では、手作業で0.44% 、エキスパートシステムを用いた場合で0.36 %であり、エキスパー

トシステムを用いることにより専門家がすべての分析を手作業で行った場合とほぼ同等の

結果が得られることが分かった。

(3) 分析作業時間に対する評価

評価実験を行った 7つの商品分類について、予測式作成作業時間を測定した結果を表 2 . 4 

に示す。

測定結果より、すべての商品分類について作業時間の短縮が可能になる見通しが得られ

た。エキスパートシステムを用いた場合の予測式作成作業時間は、平均値で O. 27 となり、

すべてを手作業で行った場合の O . 89 と比較して約 1 ;" 3---.....1 / 4であった。手作業による作業時

間は専門家の過去の経験から 30時間程度(ただし、印刷等の待ち時間を含む)であったが、

エキスパートシステムを用いた場合の作業時間は、 10時間程度に短縮された。

表 2. 3 予測式検証結果

商品分類

用
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お
(
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寸
一
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。
ー
サ
一
寸
一
O

一
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ン
注
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ラ
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T
l
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一

人
/
一
時
一

大
測
一
同
一

最
予
一
=

一

一

-1. 00 

2 -0. 12 

3 -0. 66 

4 -0. 63 

5 O. 62 

6 -0. 66 

7 O. 65 

平均 (I, e )/7 -0. 26 

2 乗平均 (I, e 2 )/7 O. 44 

注)商品分類 l の手作業による誤差を-1. 00 とした

表 2. 4 予測式作成作業時間

作業時間注)
商品 類似分析傾向の

手作業 エキスハ。ートシステム利用
分類 商品分類数

(総時間) (総時間(修正時間) ) 

l 1. 00 0.31 (0) 9 

2 1. 00 0.27 (0) 3 

3 1. 00 0.25 (0.02) 4 

4 1. 00 0.28 (0.03) l 

5 O. 75 0.27 (0) 9 

6 O. 75 0.26 (0) 3 

7 O. 75 0.27(0.01) 6 

平均 O. 89 O. 27 

注)商品分類 l の手作業時間を1. 00 とした
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2. 5 結言

本章では、通版業の需要予測を行う専門家を支媛して、売上高予測式の作成を効率良く

短時間で作成するために、分析に必要な専門家の計画知識を重回帰分析ツールへの入力と

なる説明変数の数が初期の 1/20'"'-'1/30前後になるまで、説明変数の持つ属性値によって手

続き的に順次自動的に削除する知識ベースを持つエキスパートシステムを構築した。さら

に、エキスパートシステムが出力した説明変数群を、専門家が計算機と対話的に取捨選択

する、エキスパートシステム併用方法を実業務に適用して、専門家がその全てを手作業で

行った場合の結果と比較することにより、構築した知識ベースの実用性を評価した。評価

の結果、専門家による知識ベースの可読性を損うことなく知識ベースが構築できているこ

とが分かった。さらに分析結果の質を落とすことなく、分析にかかる作業時間を約 1/3 に短

縮できた。構築した知識ベースを持つエキスパートシステムを用いた場合、従来方式より

短時間で、かっ分析結果の質を落とすことなく良好な結果を得ることが可能である。

本章で提案した内容は、(株)二ッセン殿において、カタログ送付対象顧客を決定する顧

客セグメンテーション業務に適用されている。

提案内容は，アパレル商品の売上高予測だけでなく、顧客についての情報の収集が可能

である販売形態の小売業での顧客評価にも基本的には適用可能である。さらに，クレジッ

ト販売での信用判定のためのスコアリングなど、顧客情報を利用可能な業務全般のサポー

トに適用できる。分析結果をより良いものにするためには、今回ルールベースに記述でき

なかった専門家のノウハウを利用可能にするような、例えば分析結果を可視化するインタ

フェース [67J などの充実が有効である。
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3. 1 緒言

本章では、専門家の計画業務における判断や業務効率の改善を支援する環境情報を、計

算機に簡単に取り込むため、ペンインタフェースを有する携帯端末上で動作する手書きメ

モ入力システムを提案する。また、適用事例として、配電設備巡視業務を取り上げ、専門

家が、巡視後の保守計画業務における環境情報を現地において計算機に取り込む過程での

問題点を分析し、巡視業務支援システムに適用可能な手書きメモ入力システムを構築する。

製造 ・ 電力 ・ 損保・金融 ・ 流通業界等の分野では、巡視 ・ 渉外・営業業務など、オフィ

スの外での業務の重要性が増しつつある [23 ， 68J 。巡視業務においては、設備のある現地に

赴いてデータベースに蓄積した設備情報を参照するだけでなく、チェックした項目を入力

したり、さらに周辺の環境情報までも現地で入力してオフィスに持ち帰り、共有情報とす

ることが求められている。渉外業務においては、訪問先の顧客の情報を事前に参照するだ

けでなく、訪問先においても関係する情報を参照しながら顧客にとって有益な情報を臨機

応変に提供したり、その結果顧客から得た情報を入力したりすることが必要である。

上記の外部活動を支援するため、ペンインタフェースを有する携帯端末を適用したシス

テムが提案されている [23J 。ペンインタフェースを有するシステムにおいては、現地で設

計情報を画面に表示して参照し、ぺンを用いて現場で発生している情報をメモ書きして保

存することができる。

しかし、保守/障害業務支援へのぺンインタフェースの適用を検討した結果、従来方式
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のインタフエースでは必ずしも卜分使い勝手の良い実用的なインタフェースを提供できな

い。実業務の現場では、業務プログラムを構築する際には想定しなかった種々の事故や災

害が発生する。この状況下においては、装置が置かれている地図情報を合せて参照する等、

予め惣定していなかった複数の画面に影響する処理が必要になる。想定外の状況において

も対応のできる柔軟なインタフェースが必要となる。従来のペンインタフェースにおける

ペン入力部分は、通例ではアプリケーションプログラムに組み込まれており、予め定めら

れたタイミングでしか入力ができない。さらに、一部の CAD システムを除いてはアプリ

ケーションプログラムで指定された特定の場所にしかメ モを書くことができない [20J 。

ペンインタフエースにおける使い勝手に関する研究としては 、 入力した手書き文字(手 4

きの図形を含む)データを高速かつ正確にコード情報に変換できるかという機械認識技術

や、小さな字が書けるかどうかという、ペンインタフエースのハードウェア仕様に観点を

置いた研究が中心であり [25-27J 、実業務とオフィス業務の処理とをつなぐインタフェース

に関する研究は見当たらない。

本章では、上記の問題を解決するため、既存の業務アプリケーションフログラム(以下業

務 AP と略す)の画面に自由に手書き入力可能な手書きメモインタフエースを提案する。具

体的には、以下の 2 つの機能を実現する。 1 )任意の業務AP 画面の全面をイメージ情報に

変換して画面に表示し(業務AP から切り離して入力タイミングの任意性を高める)、その

上に書かれる手書き文字をベクトル情報入力として蓄積する手書きメモ入力機能(入力箇

所の任意性を高める)、 2 )手書きメモ入力終了時には、蓄積したベクトル情報を業務 AP

のイメージ画像と合成して一つのイメージメモを作成すると同時に、作成したイメージメ

モの縮小イ メージメモを作成し 、 元のイメージメモと関連付けして保存するイメージメモ

管理機能、である。

以下、第 3. 2 節において、対象となる業務支援システムおよびそれに対して適用する

手書きメモ入力システムの外部仕様とその実現上の課題について述べる。第 3 . 3 節にお

いては、提案する手書きメ モ入力シス テムの具体的構成について述べる。第 3 . 4 節では、

提案システムを電力設備の保守業務に適用する場合の業務支援方式を考察する。

の設営情報、棚卸しの数値情報、顧客の訪問履歴情報等である。本章で怨定する業務およ

び業務支援システムの概要を図 3. 1 に示す。

担当者は、事前作業として、業務に必要な情報をホストコンビュータ上の管理情報デー

タベースからぺン PC にダウンロードしてオフィス外の現地に持って行く。現地において、

担当者はぺン PC 内の業務AP を用いてダウンロードした管理情報を参照して作業を行っ

たり、入手した情報や作業の進捗をペン PC に入力する。入力した情報は、オフィスに持

ち帰ってホストコンビュータにアッフロードし、情報の分析等を行う関係部署に送られる。

、

担当者 ¥ 

環2t置議ムどっ\一
等の情報 参照・更新 v 

、 ρ ぺン

くく現 地>> くくオフィス>>

之
内
一
③
広

ホストコンビュータ

ぺン PC

図 3. I 対象業務と業務支援システムの概要

3. 2 携帯端末利用の業務支援システム

3. 2. 1 業務支援システムの概要

ペンインタフェースを有するパー ソナル コ ンビュ ー タ(以下ぺン PC と略す)は 、 基本的

にはオフィスで管理している情報、あるいはその一部を現地に持って行き、現地でその情

報を参照、あるいは更新するために使われる。現地で利用する情報は、具体的には 、 設備
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3. 2. 2 ペン PC の基本的構成

前記ペン PC の基本構成を図 3. 2 に示す。図 3. 2 に示すように、マウスやキーボードを

具備するような隣帯端末とは異なり、画面に対するぺンの操作を入出力制御機能( 1 /0) 

を通して認識する点に特徴がある。また、手書きの情報はぺンの軌跡情報としてぺン PC

内部に取り込む。

図 3 . 2 に示すように、ぺン PC への入力操作は、業務AP を操作する場合も、メモを書

く場合も、ぺンにより行う。現地で業務を行う際には、実用性を損わないように業務AP

を操作モードとメモを書くモードとを短時間かつ簡単な操作により切替えて使用できるこ

とが必要である。

入力操作(ペンの

タップ、ドラッグ操イ乍)

出力表示(業務情報、

手書き情報)

ペン PC

I / O (ぺン操作認識)

業務アプリ ケーシ ョン

プログラム

図 3. 2 ぺン PC の基本構成

3. 3 イメージ情報処理による手書きメモ入力/管理方式

3. 3. 1 提案方式の概要

業務AP のすべての画面で任意に手書きメモが書き込める手書きメモインタフエースを

設ける。具体的には、図 3. 3 のイメージメモ作成処理の概要に示すように、手書きメモ入

力機能とイメージメモ管理機能の 2 つの機能を実現する。前者は、手書きメモ機能の起動

時に、画面に表示されている業務AP 画面全面をイメージ情報に変換して画面に表示する。

また、入力される手書きメモ情報を業務AP イメージ情報の上に重ねて表示する。一方、

後者は、手書きメモの入力終了時に、業務 AP のイメージ画像と合成して一つのイメージ

メモ情報を作成して保存することによってイメージメモを管理する。さらにその縮小メモ

を作成して、もとのイメージメモ情報と関係付けて管理する。
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(手書きメモ機能の起動 l イメージメモ作成

1~8 
イメージメモ情報

イメージメモ管理

業務APイメージ情報 イメージメモ情報

手書きメモ入力機能 イメージメモ管理機能

図 3. 3 イメージメモ作成処理の概要図

3. 3. 2 手書きメモ入力方式

図 3. 4 に手書きメモ入力方式の処理の流れを示す。業務AP 操作 、 メモ入力操作、およ

び両者の切替操作に対応する処理は 、 ペン PC の 1 /0 の入力処理部を通じて各々実行さ

れる。ぺン PC の 1/0 において、画面にぺン先が触れる位置をぺン座標情報に置換えて、

業務AP 等、各種プログラムに引き渡すことにより、業務AP 操作、メモ入力操作、およ

び両者の切替操作に対応する処理が実行される。例えば、手書きメモ入力の起動アイコン

をぺンでダブルタップすることにより、業務AP 操作から手書きメモ入力へ切替操作を行

うと、手書きメ モ システムが起動し、まず業務AP 画面情報の退避処理を実行する。ペン
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ぺン座まず環境設定として、ベクトルメモ情報の保存のために、図 3. 5 に示すように、PC の画面に表示されていた業務AP 画面及び業務情報は、業務AP 画面イメージ情報と

標の取得間隔(約 1 Oms) の設定、およびぺンで書いた個々の軌跡を一つのベクトルメモ化すその後ペン PC の 1 / 0 の表示処理(メモリ)上に複写される。してハードウェアメモリ

るまでの待ち時間(約 l 秒)の設定を行う。次に、メモを書いている問(ベンダウン状態)は、部を通じて業務AP 画面イメージ情報をぺン PC の画面に表示する。

メモリ上に確保した軌跡座標point. y) をベクトル情報として、ペンの軌跡座標 (poi n t. x, ベクトル(数値)ペン PC の 1 / 0 からのぺン座標情報を取得し、メモ入力操作時には、

の保存配列 (vectordata[i]) に保存する。ぺンを画面から離して(ペンアップ状態)予め設定同時情報のまま、業務 AP 画面イメージ情報とは別にベクトルメモ情報として保存する。

した待ち時間が生じると、それまでに書いたメモの軌跡情報を、後でメモ単位に修正や移ペン PC の 1/0の表示処理部を通じて画面に表示される。に入力したメモは、

ベクトルメモ情報とする。同時に 1/0動をしやすくするために矩形データに置き換え、

メモ書き終了部を通じてペンの軌跡を業務AP 画面イメ ー ジ情報の上に表示する。以降、

同一画面に複数のベクトルメモ情報を上記処理を繰り返し、の コ マンドを選択するまで、

画面内で移動、縮小/拡大、削なお 、 矩形内データとしてのベクトルメモは、

その処理については省略する。除することができるが、

作成する。
業務AP

+ 
業務AP関係情報、
イメーシツモ関係情報

ベクトルメモ情報
(1)軌跡座標の保存
vectordata[iJ.X=point.x 

vectordata[i]. Y=point.y; 

(2 )軌跡座標の矩形データ化
rectdata [j].MinX=min_po i rわ< ;
rectdata[j].MinY=min_poi ぱy ;
rectdata[j].MaxX=max_pointx; 
rectdata [j].MaxY=max_po i川y;

ベクトルメ モ入力方式
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手書きメモ入力終了時に入力切替燥作が行われると、ベクトルメモ情報を、業務AP 画

面イメージ情報と合成してイメージメモを作成する。図 3. 6 にメモ入力の例を示す。 イメ

ージメモの大きさは、約 15OKB (16 階調画面)、ベクトルメモの大きさは O. 5KB 程度である。

図 3 . 6 メモ入力の例
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3. 3. 3 イメージメモ管理方式

メモとメモ元の情報とを関係付けて管理可能なシステムを実現するため、手書きメ モの

入力時と入力終了後の保存時とで、手書きメモの管理方法を使い分ける方法を取る。

図 3. 7 に示すように、手書きメモ入力時には、業務 AP の各処理から手書きメモ入力処

理に移行し、メモNo を取得した後、ぺンの軌跡情報を取得しベクトルメモ情報としてメ

モ No を付して保存する。

手書きメモ入力処理

業務AP

手書きメモ保存処理

図 3. 7 手書きメモ管理方式
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1 / 0 を通 じて手書きメモ入力操作の終了コマンドが入力されると、イメージメモ作成

機能は保存するイメージメモの番号を取得し、手書きメモ(ベクトルメモ情報)と元の業務

AP 画面(イメージ情報)を合成して一枚のイメージメモを作成する。またイメージメモ管

理機能は、イメージメモの縮小メモ情報(縮小メモ)を作成し、イメージメモ情報とは別の

管理番号を付して両情報を保存する。

なお、縮小メモは、元のイメージメモの約 1112 に縮小され、イメージメモ情報ディレク

トリに保存する。これらの縮小メモを、図 3. 8 に示すような縮小メモ一覧画面に表示する

ことでメモの概要を確認できる。この一覧画面では、一度に 12 個の縮小メモが表示される。

この画面で任意の縮小メモをぺンで選択することで、通常サイズのメモ画面を読み出すこ

とができる。縮小メモが 12 個以上ある場合には、 一覧画面のメニューから「次頁J r前頁J

を選択してその他の縮小メモを参照する。

3. 3. 4 起動時及ぴメモ参照機能のシステム構成

上記に説明した手書きメモの入力/管理方式を、業務AP とは独立した手書きメモイン

タフェースとして業務AP に対して追加実装するための基本的な構成について説明する。

既存の業務AP から手書きメモ機能を含む業務 AP の構築を容易にするため、ここでは

手書きメモ機能をメモ入出力機能サポートのための汎用的なミドルウェア(イメージベー

ス ・ メモインタフエース ( Image-based Memo Interface 、 1 M 1 )として位置付ける [33J 。

図 3. 9 のシステム構成図に示すように、手書きメモ入力機能を起動すると、業務 AP 画面

情報は、画面イメージ変換機能によって画面イメージ情報に変換される。表示部は変換さ

れた画面イメージ情報を業務AP 画面の上に 1/0 を通じて表示する。

さらに、作成した複数のメモの参照、管理を容易にするために、 1/0 を通じて一覧表

示コマンドが入力されると、イメージメモ管理機能は、縮小メモ情報から一覧画面情報を

作成し、表示部が 1/0 を通じて図 3. 8 に示すような一覧情報を画面に表示する。この状

態でメモ入力の起動コマンドが入力されると、手書きメモ機能が起動される。作成したイ

メージメモに対するメモの入力は、手書きメモ機能使用時に、イメージメモ管理機能によ

って一覧画面情報に貯えられた縮小イメージメモを画面表示し、 一覧画面、もしくは一覧

画面から選択した特定のイメージメモ情報に対して手書きメモ機能を起動することにより

行われる。また、図 3. 10 に上記の処理のシステムフロー図を示す。図中のハッチングを施

した部分がペン PC の画面に表示される操作待ち/表示状態を、白地の矩形部分が機能メ

ニューを示している。また矢印は、各機能の切替えを示しており 、 具体的には手書きメモ

機能の画面に表示されたメニューをぺンで選択して行う。
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メモ、画面イメージ 守メモ、入力切替操作

業務AP

起動 終了 ] 

イメージメモ、
常宿小メモ情報

図 3 . 9 手書き メ モ入力方式のシス テム構成
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図 3 . 10 シス テムフ ロー図
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3. 3. 5 提案方式の効果

提案方式では、以下の効果が得られる。

(1)業務 AP 画面の特定のエリアにメモを書く方式と比較して、画面上のどこにでもメモ

を書いて環境情報を計算機に取り込むことが可能である。またイメージメモは業務 AP の

画面を背景にもつため、環境情報を取り込んだ状況を計画業務の際に併せて利用可能であ

る。さらにこのような柔軟性を維持しながらも実用上操作性を損なわない高速処理が可能

である。また、通常ベクトル情報の演算はイメージ情報の演算よりも早いのでメモ入力時

に操作性が良い。このため、手書きメモ情報を逐次イメージ情報に変換する方式と比較す

ると、手書きメモの書き直し、大きさ・位置等の修正速度も実用的なレベルに維持するこ

とができる。さらに、メモの要素を個別に修正することが可能である。

(2) 縮小イメージメモの一覧画面に対してメモ書きができるため、メモを総覧することに

よって得た総括的な考えをメモ書きすることができる。業務を遂行する中では、何度もメ

モを書く必要が生じる場合もある。例えば、当初原因と考えていた事象と異なる状況が生

じて、後から真の原因が分かったような場合である。一旦イメージ情報に変換して保存し

たメモ情報に対してメモ機能を繰り返し用いるという方法によって、メモの修正や追記が

容易にできる。その結果、メモが更新される履歴を同時に一つのイメージ情報の中に管理

できることになり、情報管理を簡単なしくみでかつ確実に行うことができるという効果が

ある。

(3) 業務 AP を起動する前に、予めメモ機能を起動して一旦アイコン化しておくと、メモ書

きが必要な時にアイコンをダブルクリックするだけでシステムを利用可能な状態にできる。

この起動には、高々 o. 1 秒程度しかかからず、元の業務 AP 画面と手書きメモ機能が立上

った画面は見かけ上同じであるため、利用者はメモ機能と業務 AP を使い分ける意識を持

つことなく、メモ書きが可能である。

なお、画面に表示された業務AP のイメージ情報及び手書きメモ情報をイメージ情報と

して保存する処理は、縮小メモの作成時間を含めて 4""'" 5 秒程度の時間を要する。この処理

時間の低減のためには、イメージ情報の保存時に表示の階調を落として情報量を減らす等

の工夫が必要である。また、一般にイメージ情報の容量はそのままでは比較的大きなもの

となるため、提案方式ではイメージメモを圧縮後に保存するようにしている。圧縮後のフ

ァイル容量は、元のファイル容量の ] /3 ----- 1 / 10 程度である。近年保存媒体(ハードディスク

等)の単位容量当たりの価格は低下しており 、将来的には大きなデメリットにはならなくな

ると考える。
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3. 4 配電設備巡視業務への適用

本節では、電力会社の配電設備巡視業務に提案方法を適用した配電設備巡視業務支援シ

ステムについて示す。

3. 4. 1 現状業務

巡視業務とは、図 3. 11 に手順を示すように、敷設された一連の施設が本来の機能を維持

しているか、徒歩あるいは自動車等で定期的に巡回し、その情報をオフィスに持ち帰ると

ともに、必要であれば施設を修理する業務である。業務支援を行う計算機システムに関し

ては、従来、図 3. 12 に示すように、巡視業務において得られた情報は、 OCR(Optical

Character Reader) を介してホスト計算機上のデータベースに蓄積される。この情報が、設

計部門のオンライン設計システムを介して設備設計の際に参照される。設計部門が入力し

た設計情報をもとに、材料部門の部品調達や建設会社への発注が行われる。

従来の巡視業務の課題は、以下の 2 点である。

(1)巡視業務においては、現地では紙に、オフィスではOCR用紙にと情報入力の 2 度手

間が生じる。このため、オフィスに戻ってから情報入力のために時間を費やされる。

(2) 0 C R 用紙を紙の状態で回覧するため、 OCR 用紙上の手書きメモ情報と OCR 入力

された電子情報とをつき合わせるまでに時間がかかる。

③巡視項目のチェック

⑤障害内容のメモ、
簡易修理

⑦オフィスへの帰任

③計算機( OCR紙) 入力

⑨メモ ( OCR紙) 回覧

←営業所内保守計画

←地図、配電経路図

図 3 . 11 巡視業務の手順
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建設会社

図 3. 12 従来の配電設備巡視業務支援システム
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3. 4. 2 手書きメモ機能の導入

従来の巡視業務における巡視先設備情報の参照、及び巡視の結果生じた手書きメモ入力

の部分に提案手法を導入する方法を以下に示す[40J 。また、図 3. 13 に、提案手法を導入し

た場合の配電設備業務支援システムの全体像を示す。図 3. 13 においては、中央の配電設備

DB を中心に、ぺン PC を導入した巡視支援システム、巡視結果の情報をもとにした設備

設計を行う設計支援システム、設備設計情報をもとにして修繕を行う修繕支援システム、

およびこれらの支援システムを統合管理して総合的に配電設備の状態を管理する統計解析

支援システムが相互に情報を授受して連携していることを示している。

(1 )図 3. 11 ②の巡視先への移動のステッフの前に、地図や配電経路図については、ペン

PC に入力して巡視先に出かける。

(2) 巡視先で巡視設備のコード番号や地名を業務AP に入力して、設備に関する情報を画面

に呼び出す。表示画面上で巡視系統路線を選択入力して詳細な系統図を表示し、系統図上

の該当設備をぺンでタップして、例えば、電信柱上に設置されている配電機器の仕様を示

す装柱情報等を参照する。

(3) 図 3. 11 ⑤の現地における障害内容のメモ、あるいは簡易修理のステ ップにおいては、

呼び出した情報と巡視設備を比較して、故障等の障害があれば手書きメモ機能を起動して

その様子を手書きでぺン PC に入力し、設備の障害状況や簡易障害の修理状況を現地で手

書きによりぺン PC に入力する。また、作成し，Eイメージメ モ情報として保管する。手書

きメモ機能を予めアイコン化しておく方法では、基本的に業務A P に何ら変更を加えるこ

となくメモ機能を付加することが出来る。必要があれば修理票を作成する、図 3. 14 の画面

例に示すように、電信柱上の装柱情報をぺン PC の画面に表示して、その画面上に巡視先

で得た巡視情報をメモすることのできる画面を持つ巡視業務支援システムを構築すること

ができる。

(4) 図 3. 11 ③ 、 ⑨のオフィスへ帰任した後に巡視情報をアップロードするステッ プでは、

オフィスに戻って装置情報の番号、処置内容とともに、ぺン PC に手書きメモ入力したイ

メージメモをアップロードする。

(5) アップロードされた情報は、メモ情報を含めて計算機で配信可能であるので、設計部門

や管理部門がOCR用紙の回覧を待つ必要なく計算機上で参照して、設計業務や障害分析

業務を行う。さらに、修繕部署においても、設計情報や装柱情報を参照して、必要な修繕

処理を行う。
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巡視部門

現場での設計

管理部門

トラブルシューテイングの
ための統計分析支後システム

( … ~令 官能 )

( J 情報

tt~$r，コ

図 3. 13 提案方法を導入した配電設備巡視業務支援システムの全体像
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図 3 . 14 巡視業務支援システムの画面の例

3. 4. 3 導入効果

上記手書きメモ機能を有するペン PC を導入することにより、以下の効果が得られるこ

とが分かった。

( 1 )現地で計算機への情報入力が終了するため、入力の二度手間が解消された。配電設備

巡視業務の場合、現地で補強力パーの交換や道路状況の変化をメモにすることが必要であ

る。巡視先からオフィスに戻ってきた際 1'" 2 時間を要していた巡視情報の計算機入力操作

を、メモリカードやネットワークを媒体にすることによりメモ情報も含めて電子的に行う

ことができるため、 10"'2 0 分程度に短縮可能となった。

(2) 現地での障害情報入力を、参照した設備情報と関係付けできるため、入力した情報を
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短時間で、設計や設備等の関係部署に配信可能となる。本節では配信の具体的な方法につ

いては触れていないが、業務を実施した日時、担当者名、業務AP の画面 ID 、参照した

装置番号、等の情報を検索条件として、適切に関係部署への配信が可能である。

(3) 配電設備保守に関しては、多くの既存システムが存在するが、提案方式は基本的に業

務 AP から独立しているため、既存システムに対する組込は少ない工数で可能である。

(4) 縮小メモの作成時間は、巡視業務の中では業務AP へ次の情報を入力するために現地

の周辺状況をチェックしたり、移動の準備をしたりする時間が必要なので、業務遂行上特

に大きなデメリットにはならないことがわかった。

3. 5 結言

本章では、オフィスから離れた現地での業務において実用的に環境情報を計算機に取り

込んで利用可能とするために、ペンインタフェースを用いて、環境情報を手書きメモとし

て計算機に入力するために必要な機能を提案した。具体的には、業務AP 画面全面をイメ

ージ情報に変換して画面に表示し、その上に書く手書きメモをベクトル情報として蓄積す

る手書きメモ入力機能、および手書きメモの入力終了時に 、 業務AP のイメージ画像と蓄

積した手書きメモ情報を合成して一枚のイメージメモを作成するイメージメモ管理機能を

提案した。これにより、現地での業務において、環境情報の入力が必要になった任意のタ

イミングで、関係する業務AP の画面のどこにでも、手書きメモとして環境情報を入力す

ることが可能になった。

さらに、提案機能をペン PC 上にイメージメモインタフェースとして実装する方法を示

し、電力会社における配電設備巡視業務に適用して評価した結果、通常巡視業務からオフ

ィスに戻ってきた後に 1'"'-'2 時間かけて行っていた障害情報の計算機への入力時間を、提案

方法を用いることにより、 10 ---- 20 分程度に短縮出来る。また、障害情報は、業務AP 利用

中に参照した設備情報等と関係付けて入力できるために、入力した情報を短時間で設計部

署等の関係部署に配信して関係業務に活用出来る。

提案方法は、業務支援シス テムにおいて、手書きメモという非定型情報を含む入力/参

照インタフェースとして位置付けられ 、 既存の業務AP に大きな変更を加えることなく、

利用することが可能である。上記配電設備巡視業務の他に、生命保険会社における保険入

会申込書の審査業務に適用し、申込書をイメージ情報に変換して計算機上で担当者間を回

覧するという、イメージワークフローシス テム [69J が試作されている。ここでは 、 例えば、

申込書の既往症に記載されている病名は精密検査を必要とする等の情報を審査表のイメー

ジ情報の上に書き込むことが出来、入会審査業務の効率を改善できることが分かった。そ
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の外にも、金融機関において担当者が顧客先に出向いて顧客に金融商品情報を提供すると

同時に顧客情報を入力する渉外員支援への適用、損害保険会社向け故障車両査定業務を対

象にしたアジャスタ(査定者)支援への適用等が考えられる。
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第 4 章

変種変量生産におけるスケジューリング

支援エキスパートシステム構築のための

ルールベースの構造化方法とルールベー

ス処理の高速化方法

4. 1 緒言

本章では、計算機タスクの処理を専門家の計画業務において許される範囲内に収めるた

めに必要な、計算機処理の高速化方法を提案し、適用事例における評価を行う。事例とし

て、(株)日本触媒殿におけるポリエステル樹脂工程スケジューリング業務において、専門

家業務を支援するスケジューリングエキスパートシステムの構築を例に取り上げ、ルール

ベース処理の高速化方法を提案し、評価する。

近年製造業において、消費者ニーズの個性化に対応する変種変量生産が行われている。

変種変量生産においては、製造工程スケジュール(以下、単にスケジュールと略す)を時々

刻々変更して製造量や製造種別を調整して、所望の条件にできるだけ近い状態で製造を続

けていくことが必要である。スケジュールを頻繁に変更する環境下では、すべての制約条

件を満足するスケジュールを求めることは事実上不可能であることが多い。そこで制約条

件を緩和するなどして実行可能性に重点をおいてスケジュールを作成すること(満足化)が

必要となっている [64 ， 65J 。

上記のスケジューリング作業は、製造装置や製品の特性についての知識や営業・販売な

ど関連部署聞の調整力を持つ熟練した専門家に限られるため、専門家の責仕・作業負担が
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大きい。そこで、専門家を支援してスケジューリング作業を容易にするために、段階的な

システム構築 [3 1. 32 , 66J (プロトタイピングアプローチ)が容易なスケジューリングエキス

パートシステムの適用が進められている。専門家の手 )11員(ロジック)はあらかじめ決められ

た特定のものではなく、製造現場の状況などのスケジューリングの環境条件に応じてヒュ

ーリスティックに変更されることが多い。したがって、段階的なシステム構築が容易なエ

キスパートシステム (E S) の利用が有効である。

しかし、実用 ES の構築において、専門家の詳細なスケジューリング知識を利用すると、

ルールやフレームの数が膨大になり、 ES の処理性能が劣化して専門家支援が不可能とな

るという問題が生じている [35J 。本章で取り扱うような製造装置の構成が複雑で製品の数

が多い対象におけるスケジューリング問題においては、顧客からの個々の受注(オーダ)の

スケジューリングのためにチェックされる製造装置や製品の属性が多い。専門家は、スケ

ジューリングのために頻繁なバックトラックや膨大な組合せ計算を行っている。このため、

プロダクションシステムを基本とする ES 構築ツールを用いて、専門家のスケジューリン

グロジックをそのままルールで記述すると、従来 ES が適用されてきた診断型などのシス

テムと比較して、ルール実行の際に膨大な条件照合処理(ルールとフレームとの聞のマッチ

ング処理)が必要となり、上記の問題が生じるのである。

従来から、知識ベースが比較的大規模になった場合の処理性能の劣化の問題が取り上げ

られ、高速化方式が提案されている [17 ， 33 , 34J 。しかし、これらの方式は上記問題に必ず

しも有効と言えない。例えば推論アルゴリズムを改善する方式 [1 7] は、対象問題によって

その有効性が異なる。コンパイル方式を採用してフレームのスロット参照を高速化する方

式 [33J は、知識ベースが大規模になるとメモリの点でハードウェアの制約を受けることが

ある。また、一部の制約条件のみをチェックした部分スケジュールを ES が短時間で出力

し、専門家がそれらを修正あるいは合成する方式 [34J は、制約条件数が多い場合や制約条

件が独立に緩和できない場合には、スケジューリングが短時間で収束しないことが多い。

本章では、変種変量生産におけるスケジューリング支援のために、上記処理性能の問題

点を解決して実用的なスケジューリング ES を構築するという観点から、 1 )専門家ロジッ

クのうち、ルールで記述すると推論中に条件照合処理の負荷が大きくなる組合せ計算やパ

ックトラックの部分を、局所的な最適解を求めたりパックトラックの発生要因を先読みす

るという処理負荷の小さい代替ロジックに置き換えてルールで記述する、 2) 推論エンジン

は、ルールの実行形態に対応して、推論中に条件照合処理が多く発生する部分ほど条件照

合範囲を限定する 、 という 2 つの手段を用いて、 ES 構築ツールの推論アルゴリズムが持

つデメリットを解消するように知識ベース中のルールベースを構築する方式を提案してい
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る。以下、第 4. 2 節では、本章で取り扱うスケジューリング問題について記述し、 ES

構築上の問題点を説明する。第 4. 3 節で提案する条件照合処理範囲を限定することによ

るルールベース処理の高速化方式について述べる。さらに、第 4. 4 節では提案方式をポ

リエステル樹脂工程スケジューリングに適用し、専門家支援の観点から見た提案方式の有

効性について考察、評価する。

4. 2 製造工程スケジューリングへの ES 適用上の問題点

4. 2. 1 スケジューリング対象の特徴

本章で取り扱うスケジューリング対象について以下に記述する。

(1 )製造工程は多段複合工程である [56J 。製造装置の接続状態により並列運転が制約を受

ける場合がある。

(2) 製造装置と製造可能な製品の組合せが複数存在する。同一製造ラインで複数の製品を

製造するために、段取り替えや加工手順の変更が必要である。

(3) 製造装置で一度に製造可能な製造容量に合せて製造を行うため、受注の分割や併合に

よるロットサイズの調整や、一時的な在庫が発生するような製造が行われる。

(4) 中間製品もまた製品同様に製造する。

(5) 受注納期が長短さまざまである。また、納期が非常に厳しいものと、環境条件によっ

ては変更が許されるものがある。

4. 2. 2 対象におけるスケジューリングの特徴

上記のスケジューリング対象において、受注の納期を厳守し、より多くの製造を行うた

めのスケジューリングには、以下の特徴がある。

( I )スケジューリング時の制約条件が多くなる。例えば、次のようなものである。①製造

装置上の制約条件:製遺装置の遊び時間が少ない製造の組合せを優先する。②製造上の制

約条件:原材料の製造を行ってから製品の製造を行う。③製品性質上の制約条件 : 段取り

替えには時間がかかるので、段取り替えの少ない製品の組合せを優先する。

(2) 専門家は、環境条件に応じてロジックを柔軟に変更したり、ヒューリスティックなパ

ックトラックを繰り返すという例外的なロジックでスケジューリングを行っている。これ

は、例えば納期の厳しい受注が緊急に入ってくると、スケジュールの組み直しを検討する

必要がでてくるが、上記の多くの制約条件をすべて満足するスケジュールは存在しないこ

とが多く、制約条件緩和が不可欠となる。さらに、制約条件緩和には、複数の制約条件が
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関連することが多く、柔軟なロジックでないと対応が難しいためである。

4. 2. 3 E S を適用する場合の通常の知識ペース構成

製造工程スケジューリングに対して、プロダクションシステムを基本とする ES 構築ツ

ールを適用して、 ES を構築する場合、通常、以下のような構成を取ることが多い。

( 1 )製造装置、製品、およびスケジューリングするオーダの名前や製造可能な装置等の静

的な情報を、図 4. 1 に示すようにフレーム形式で記述する。このフレームは、オーダの

ように、スケジューリング毎にテキストファイル形式で提供される場合には、 ES 構築

ツールの持つフレーム生成ツールによって、自動生成される。この例では、製品Aの名

称を持つ製品が、装置 a で製造可能であり、装置 a での処理に 30 分を要することを示

している。

(製品 A

製造可能装置

処理時間

装置 a

30 

図 4. 1 製品に関するフレーム記述の例

(2) 専門家からのヒアリング等を通じて 、 各オーダを製造可能な製造装置に割付ける際に

考慮すべき制約条件、製造装置の状態等を 、 図 4. 2 に示すように、ルールの 1 F 部分(条

件部分)に記述する。この例では、フレームに記述された任意のオーダ r?オーダJ の製造

可能装置名および処理時間を、それぞれ変数 r?装置 J r?時間」に、また、製造可能装置の

利用開始時間を変数 r?終了時間 j に代入し、利用可能状態 r?状態」の値が「利用可j である

かどうかをチェックすることを示している。

(3) ルールの 1 F 部分の条件を満足し、オーダを製造装置に割付けた後で必要となる製造

時間の計算処理等を、同じく図 4. 2 に示すように、ルールの THEN部分(実行部分)

に記述する。この例では、 r?装置」で製造可能な r?オーダ」があった場合、そのオーダの

製造処理時間を r ?装置」の処理終了時間を示す「処理終了時間」に足して更新することを

示している。
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(割付ルール l

1 F (?オーダ の 。製造可能装置 を ?装置 とし

。処理時間 を ?時間 とする

(?装置 の 。処理終了時間 を ?終了時間 とし

。製造可能製品 1J¥ ?製品 であり

。状態 が 利用可 である

THEN 

(send ?装置 as s i gn (処理終了時間?終了時間 + ?時間

図 4 . 2 割付ルール記述の例

(4) 上記フレームおよびルールを知識ベースに実装することにより、知識ベースを構築す

る。推論エンジンは、ルールの 1 F 部分を満足するフレームの有無を繰り返しチェック

して、推論処理を実行することで、製造装置に対するオーダの割付を実行する。

4. 2. 4 エキスパートシステム構築上の問題点

本章では、環境条件に従って制約条件を緩和して得られる満足解の!つを短時間で求め

て専門家支援を行うという立場を前提としている。この前提のもとでは、 ES は専門家が

短時間で修正可能な質の高いスケジュールを、専門家の作業ペースに合わせて出力するこ

とが必要である。

上記の ES を、推論アルゴ リズムとして改良型 R E T E アルゴリズム [35J を適用した汎

用の ES 構築ツールを用いて構築する過程で発生する問題を以下に示す。

(1) E S の処理速度が劣化 して、専門家の支援手段として実用的でなくなる。

改良型 R E T E アルゴリズムにおいては、推論実行前に、図 4. 3 に示す条件照合用のネ

ッ ト ワークを内部構成し 、 ネッ ト ワーク上の各節において条件照合処理を行うこ と に よ り 、

推論を実行している。
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(変更された)

フレームの

条件チェック開始

jレール条件部の

条件チェック

条件を満足した
フレームの蓄積メモリ

条件を満足した
フレームとルールの
セットの蓄積メモリ

図 4 . 3 条件照合処理の概要
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推論実行前に、まず、ルールの条件部によって条件照合のためネットワークを権成する。

ここで、 íOJ 印の部分は、ルールの条件部に記述しである各条件チェック項目を、また、「・ 」

印の部分は、上部のチェック項目を満足したフレームを蓄積するメモリを示している。ネ

ットワーク構成後、全てのフレームに関して、ネットワークの最上部から条件チェックを

行い、ネットワークを初期状態にする。推論が始まり、実行可能となったルールが実行さ

れ、フレームに記述されたデータが更新されると、更新されたフレームに関して再度ネッ

トワークの最上部から条件チェックを行い、ネットワークの状態を最新状態に更新する。

このため、上記条件照合処理が少ないプロダクションシステムは効率良く動作するが、ル

ールに記述された内容によって条件照合処理が多くなる場合、特にルールの実行結果によ

って行われる照合処理がネットワーク全体に影響する場合には、推論実行処理速度の低下

が顕著になる。

先に 4. 2. 2 で述べたスケジューリング問題の特徴から、専門家のスケジューリングロジ

ックをそのままルールやフレームで記述すると、組合せ計算の繰り返しゃパックトラック

のためにルール実行の際に膨大な条件照合処理が必要となる。これに対し、 RETE アル

ゴリズム[44J を基本とする推論アルゴリズムを適用した ES 構築ツールは、推論実行時に

①ルール条件部とフレームとの条件照合、 ②競合解消 、 ③ルール実行を繰り返して推論を

進めているため、上記のようなルールを記述すると条件照合処理の負荷が大きくなって処

理性能が低下する。

(2) 実用性を重視して、処理速度を維持するために知識ペースに記述するロジックを制限

すると、得られるスケジュールの質が劣化する。

スケジューリングロジックを制限すると、対応できる環境条件が制限され、得られるス

ケジュールの質が劣化する。スケジュールの質の点で専門家支援のレベルを上げようとす

ると、タイムリにスケジュールを出力できないという点で、専門家支援のレベルを下げて

しまうという矛盾を抱えてしまう。

4. 3 条件照合処理の局所化によるスケジューリング処理の高速化

ここでは、自然言語で表現できる IF- T HEN形式のルールと、ルールによって処理

される対象の静的なデータを表現するフレーム を処理することの出来るハイブリッド型の

エキスパートシステム構築ツール [29 J を用いた場合の、スケジ ュ ーリング処理を高速化す

るための条件照合処理の削減方法について述べる 。

56 

4. 3. 1 問題解決のための基本的な考え方

前節の ES 構築上の問題点から、 ES の処理性能を改善するためには前記のスケジュー

リングにおいて負担となっている処理、即ち、推論中にルールがフレームに記述されたデ

ータを逐一チェックすることにより条件部を満足するルールがあるかどうかを判断する条

件照合処理を減らすことが不可欠である。

この条件照合処理を削減するために、一般に、①対象ロジックの記述方法を改善する方

法と、②記述されたロジックを処理するアルゴリズムを改善する方法とがある。ここでは、

前者として 、 専門家ロジックのうちルールで記述すると処理負荷の大きくなる部分を、局

所的な最適解を求めたりパックトラックの発生要因を先読みする代替ロジックに置き換え

てルールベースを構築し、さらに後者として、推論エンジンは、推論中のルールの実行形

態に応じて推論中に条件照合処理が多く発生する部分ほど条件照合範囲を限定して処理す

るという両者を併用した方法を採用する。これは以下の理由による。

( 1 )処理負荷の大きくなる部分を代替ロジックに置き換えることで 、 まず推論実行時に条

件照合対象となるフレーム数や実行されるルール数を減らし、次いで推論中の条件照合範

囲を適切に限定することで、さらに条件照合処理を十分削減できるという効果が得られる。

これにより、 ES によるスケジューリング時間を専門家の作業ペース以内に収めることが

できる。またスケジューリングの規模が大きくなった場合に処理性能が指数的に悪化する

という状態から回避できる。

(2) 推論中の条件照合範囲を適切に限定することで、例えば、条件照合結果の保存処理の

負荷を省くことを特徴とする T R E A T [71J のような、 RETE の改善アルゴリズムを併

用した場合の擬似効果を容易に得ることができる。 RETE では、ルールが実行されるご

とに変化分の条件照合処理を行い、その結果をすべて保存する。一方、 T REA T は条件

照合処理の結果の一部を保存しないことにより、処理負荷を軽減することを特徴としてい

るが、どのような対象がTREAT に適するかは明らかではない。提案方法では、注目し

た条件照合範囲外のルールについては、それらが次に条件照合対象となるまで条件照合処

理を行わないようにすることで条件照合処理の手間を省くという点で、 RETE の未I J点を

生かしながら T REA T のような改善アルゴリズムの効果を擬似的に得ようとするもので

ある。

4. 3. 2 条件照合処理の局所化による推論処理の高速化の基本的な考え方

改良型の R E T E アルゴリズムを前提とした推論エンジンの条件照合処理を局所化、即

ち条件照合範囲を限定することにより推論処理の高速化効果が得られる理由は以下の通り
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である。

今、仮に、図 4. 4 に示すように、ルール l 、ルール 2 、・ ・・、 ルールN の条件!照合用のネ

ットワークが左から順に並ぶように生成できたとする。改良型の RETE アルゴリズムで

は、実行可能ルール現れるまで 、 ネットワークの左から順にフレームとの条件照合処理を

行っていく。

ここで、左端のルールが常に実行される場合、条件照合処理の効率は最も良く、右端の

ルールが常に実行される場合が最悪である。平均して考えて、真ん中のルールが常に実行

されると考えると、ネットワーク全体の左側の部分が、常に条件照合されると考えること

ができる。

従って、もし、フレームの条件照合処理の制御処理の部分を無視すると、ネットワーク

を半分に分けることで、約 2 倍の高速化が期待できることになる。実際の条件照合用ネッ

トワーク構成は、上記のように単純なものではないが、基本的には上記の考え方に治って、

条件照合用のネットワークを分割することによって、推論処理の高速化効果が得られるこ

とになる。

jレール 1 の

ネットワーク

(変更された)
フレームの

条件チェック開始

jレールNの

ネットワーク

ルール条件部の
条件チェック

条件を満足した
フレ一一ムの蓄積メモリ

条件を満足した

フレームとルールの
セットの蓄積メモリ

図 4.4 推論処理の高速化効果の基本的な考え方
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4. 3. 3 条件照合処理範囲限定のための中間的な知識モデルの構築

条件照合範囲の限定を適切に行うためには、ルールで記述したロジックに沿って行われ

る推論中の処理、すなわち更新されるフレームの種類や数を調査することが必要である。

ルール記述文法の制約のために、記述しようとするロジックどおりにルールベースを記述

できない場合があるからである。

推論中の条件照合処理の負荷を軽減するための代替ロジックを用いる方法をプロ トタイ

ピングアプローチにおいて用いた場合、知識ベースに記述したロジックのリーダビリティ

の維持が難しくなるという不都合が生じる場合がある。知識ベースに記述されたロジック

を専門家が直接理解することは通常難し い上に、専門家ロジックの一部を代替ロジックで

置き換えるためである。

上記の不都合を解消するために、専門家の知識モデルと知識ベースとの聞に、図 4. 5 に

示すように、推論実行時に処理性能を劣化させるロジックの替わりに、処理性能を改善す

る代替ロジックを用いた中間的な知識モデル(中間モデルと略す)を設ける。中間モデルと

は、①専門家の知識モデルにおいて、前述の組合せ計算やパックトラックが原因で、使用

する ES 構築ツールの言語で記述した場合に処理性能が劣化する部分を、例えば、図 4. 5 

に示すように、割付A→割付 B のような順次処理を行うことで、このデメリットを解消す

る代替ロジックに置き扱えて、②専門家が理解可能な表現形式で記述したスケジューリン

グロジックである。中間モデルを設けることで、知識ベース中のルールを記述する過程で

ロジックの修正を繰り返しても、代替ロジックの内容と置き換えた箇所とを専門家自身が

常に容易に把握できるようにする。ルールベースの構築は、中間モデルに記述したロジッ

クをもとにして行う。

以下、 4. 3. 4 に上記の基本的な考え方を反映して中間モデルを利用したルールベースの

構築方法について述べ、 4. 3. 5 に構築した ES の推論中の条件照合範囲を適切に限定する

ためのルールの分割方法について説明する。
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専門家の知識モデル

計算機処理に
適したロジック

処理性能を劣化
させるロジック

(ヒアリング)

(専門家)

中間的な知識モデル
(中間モデル)

置き換えでき
ないロジック

スケジューリングES

ES構築ツール

| ルール | 

|ルーム|

図 4 . 5 知識ベース構築手順の概要
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( 専門家)

4. 3.4 代替知識を用いたルールペースの構築方法

ルールベースは以下の方法で構築する。

(1 )専門家のスケジューリングロジックをルールで記述する場合を想定し、推論時に処理

性能劣化の原因となる組合せ計算やパックトラックが行われるロジック部分を明確にする。

対象とするスケジューリングにおいては、製造容量に合わせて一度に製造する量(ロット

サイズ)を調整する処理、制約条件をチェックしてオーダと製造装置との対応を決定する処

理(以下、割り付け処理と呼ぶ)などの部分が対応する。

(2) (1) で取り上げたロジックを次の手順で代替ロジックに置き扱えて中間モデルを構築

する。

まずロジックを整理して、前処理、割り付け処理、割り付け修正処理などの部分問題に

置き換え、一連のスケジューリング手順を設定する。

次に、各部分問題において、組合せ計算やバックトラックが行われるロジック部分を代

替ロジックに置き換える検討を行う。これは、以下の 2 点を検討する。

①組合せ計算を減らすためには、局所的な最適解を求める代替ロジックを設定する 。

②バックトラックをなくすためには、パックトラックの発生要因を調査し、あらかじめそ

の要因を考慮、した先読みの代替ロジックを採用する。

ここで、①の代替ロジックとは、例えば、専門家がスケジュール全体への影響を考慮し

ながら割り付けを決定しているのに対して、あらかじめ製造装置の割り付け順序を設定し、

一装置だけに注目して割り付けを決定する ロジックを指す。また、②の代替ロジックとは、

例えば、通常未割り付けオーダが発生した場合に用いる製造の前倒し策を、適用条件を付

して害IJ り付けの途中に用いるロジックである。

もともと専門家はスケジューリングの過程ですべての組合せを考慮しているのではなく、

一部の組合せを考慮しながらパック トラックを繰り返すことにより、少しでも多くの組合

せを試すことによって満足解を求めている。したがって上記のような代替ロジックを設定

することが可能となる。ただし、①に対しては、組合せ問題そのものが対象スケジューリ

ング問題において本質的である場合には、組合せ計算を減らすための代替ロジックへの置

き換えをすることはできない。本章では手続き型言語を用いてロジックを記述している。

また、②に対しては、バックトラックの発生要因が明確にならない場合にはスケジュール

が改善される保証がないので、そのようなロジック部分はルールベースから外して、専門

家の手修正に委ねる。

(3) 中間モデルに記述したロジックをルールで記述して知識ベースを構築する。

以上の手順により、もとの専門家ロジックと比較して条件照合量の少ない知識ベースが
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構築できる。次に、推論中の条件照合範囲を適切に限定するためのルールベースの分割方

法を示す。

4. 3. 5 条件照合範囲の限定によるルールペースの分割方法

ここでは、推論中の条件照合範囲の限定を、図 4. 6 に示すように 、 条件照合のためのネ

ットワークを分割するという形式で具体化する。実際のネットワークの分割は 、 推論エン

ジンを改造して、知識ベースに記述するルールを格納するファイルを分割し、推論エンジ

ンが分割したファイル毎に条件照合のためのネットワークを構築し、それらを順次処理す

るようにする。

説明の便宜のため、まずルールの分割方針を まとめ、次にそれを用いた詳細なルールの

分割手順を示す。
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(ルールA ， ルール B の条件照合のネ ッ ト ワーク)

(変更された)
フレームの

流し込み

守

jレール条件部の
条件チェック

条件を満足した
フレームの蓄積メモリ

条件を満足した
フレームとルールの
セットの蓄積メモリ

条件照合の ) I I 
ネットワークの"- .) I I 

分害IJ r宍J 7-

(ルールAのファイルのネットワーク) (ルール B のファイルのネットワーク )

図 4 . 6 ネ ットワークの分割に よ る条件照合範囲の限定
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(1 )ルールの分割方針

ルールの分割は、推論中の条件照合処理を調査した結果、以下の 3 つの方針で行う。な

お、分割したそれぞれのルール集合を、「ルール部分J と 1I乎ぶ。

①ルール集合 B がルール集合Aで発生した処理の結果のみを必要とする場合には、 A と B

を分割してルール部分とし(図 4. 7 (a)) 、中間処理の段階で発生する処理の無駄を省く。

②推論実行中に連続して実行対象となる複数のルール集合間で、同じフレームが連続して

更新される場合には、各ルール集合を分割する(図 4.7(b)) 。各ルール部分では最新の情報

だけを必要とする場合が多い。

③フレーム更新が多発するルール集合がある場合には、そのルール集合を他の部分から分

割し(図 4. 7 (c) )、スケジューリング処理が停滞することを緩和する。

(2) ルールの分割手順

上記の分割方針を実際のルール分割に適用するための具体的な適用手順を示す。ここで

は、記述された知識ベース中のルールを、 3 つのステッブで各処理単位に分割する。

①ルール全体に、分割方針①②を適用し、ルールを中間モデルで設定した処理ごとに概要

分割する。

②ステップ①で概要分割されたルール部分のそれぞれに 、 分割方針②を適用して、個々 の

制約条件などの面から、さらに細かい分割を行う。

③上記のステップ①、ステップ②で分割した各ルール部分でのルールの実行形態を解析し

て、図 4. 8 (a) に示すように、同一ルール部分内で複数のルールが実行されるルール部分が

l ルールのみ実行される場合に帰着できる場合にはルール分割を行う。ここで、ルール条

件部、ルール実行部とは、それぞれ、 1 F (ルール条件部) THE N(ルール実行部)の形式

で表現されたルールのそれぞれの部分を指し、またルール部分制御命令とは、複数のルー

ルをグループ化した場合に 、 次に実行対象とするルールのグループを明示的に指定する命

令である。一方、同一ルール部分内で l ルールのみが実行されている場合(図 4 . 8 (b) 、 (c) ) 

には、ルールのメンテナンス性の低下が考えられるので分割しない。

実際に上記のルール分割を行うには 、 ES の実行ログを取り、これを解析して行う。
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己コ : 実行ルール部分
:ルール分割部分

(a) 次の処理で最終結果のみを必要とする場合

ず@ì 日3 ず@'
。:更新フレーム

(b)同じフレームが連続して更新される場合

官\ 釘おる
((@GCD 
((@ 

(c) フレームの更新が多発する場合

図 4 . 7 ルールの分割規則
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( a)複数ルール実行

。:ルール条件部
日:ルール実行部
マ : ルール部分制御命令

一一う: )レール処理順序

(b)lルール実行(その 1 )

(c)lルール実行(その2)

図 4. 8 ルールの分割基準
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4. 4 ポリエステル樹脂工程スケジューリングへの適用

以上のスケジューリング支援のための健案方式を検証するために、提案方式を日本触媒

化学工業(株)殿(現、(株)日本触媒殿)におけるポリエステル樹脂の製造工程に適用 [72J し

て、その結果を解析した。なお、 E S 構築ツールとして、推論中の条件照合範囲を限定す

ることが可能な、汎用かつルール、フレームを処理可能なツール、 ES / KERNEL /

Wを用いた。

4. 4. 1 適用事例

(1 )ポリエステル樹脂工程スケジューリングの概要

図 4. 6 に示すように、製造装置は釜(かま)と呼ばれる電気炉であり、通常、釜はパイプ

で数段に連結されている(以下、パイプで連結された一連の釜を製造装置、個々の釜を単に

釜と呼ぶ)。原料は液体原料をタンクから、また粉体原料はホッパから投入される。製造工

程は、基本的に混合、反応、成分調整の 3 段である。釜の遊び時間を減らすため、工程A 、

工程 B の 2 段階の釜を使用して製造を行う場合、工程Aの釜で作られた中間製品を、次の

工程 B の釜に移した後、工程A の釜では次の中間製品の製造が続けて開始される。この時、

工程 B の釜が空く時間がその釜の開始時間を決める要因となる。図 4. 9 における原料タン

ク、原料ホツ'てから製品タンクまでが l つのプラントであり、通常 、 一工場に十数種のプ

ラント、つまり製造装置が構成されているため、製造工程のスケジューリングは非常に複

雑なものとなる。

上記のスケジューリングは、釜のやり繰りを行うことから、釜繰り作業と呼ばれる。釜

繰り作業は、受注を示す営業情報や在庫管理システムからの在庫情報などを入力とし、ど

の製品を、どの製造装置で、いつ製造するのかを決定する作業である。また、製品と製造

装置との対応を決定する作業を割り付け作業と呼ぶ。この割り付け作業は、図 4. 10 に示す

ように 、顧客から受けた受注をもとにした計画データを、制約条件に照らし合せながら、

製造日付・時間と製造装置・工程を示すスケジューリング表に割りつけていく作業となる。

(2) 制約条件

割り付け作業時にチェックされる制約条件は、連続生産可能な製品の組合せなど、十数

種類である。以下に代表的な制約条件を示す。

①連続生産時の製品の組み合せ

異なる製品を同一製造装置で連続生産する場合、製品聞の組み合わせの良いものを連続

して割り付ける。組み合わせの悪い製品を連続生産すると、コンタミネーションと呼ばれ
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る凝固反応を起こし 、 製品品質の低下や釜のトラブル発生などの問題が発生する。

原料
タンク

製品タンク

原料ホツJ く

図 4. 9 製造装置の構成
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日付

工程

工程 1

工程 2

工程 3

②自社製造原料

スケジューリング表

2/27 I 2/ 28 I 3/ 1 I 3/ 2 
専門家の知識

|附条件A

|制約条件 B

|制約条件C

|制約条件 D

図 4. 10 受注データの製造装置への割り 付け

計画データ

原料の中には、製造装置を使って自社で製造する場合がある。自社製造原料を使用する

製品を割り付ける場合、その原料の在庫が無ければ、製品の割り付けを決定する前に使用

する原料を優先して割り付ける。

③タンク口一リー車による製品の直送

製品の受注形態には、容器に詰めるもの以外に、タンクローリー車により、釜から受注

先の受け入れ装置へと直送するものがある。この場合、受注先の受け入れ装置の空き状態

に合せて製品を搬送する必要があるため、納期を時間単位で守る必要がある。また、製品

容量に合ったタンクローリ一車が製品生産時に存在するかという条件も考慮、しなければな

らない。この直送製品の割り付けデータを、直送情報と呼ぶ。

④受注の併合、分割

釜の容量を有効に利用して製造を行うため、同一製品の受注の併合や分割を行う。受注

データに対して、併合、分割後のデータを製作情報と呼ぶ。

⑤製造装置嫁働排他制御

製造装置聞には、人的要素、構造上の条件などにより、同時に稼働できな い排他関係に

あるものがある。
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4.4.2 中間モデルの構成

本適用事例における中間モデルに記述した処Fl!は、前処理、書1] り付け処理、後処埋の 3

つに大別される(図 4. 8) 。以下に各処理内容を示す。

( 1 )前処理では、スケジューリング情報を読み込み、フレーム展開する。さらに柁庫引き

当て、製造容量に最適な割り付けデータ作成を行う。

(2) 割り付け処理は、曜日の順、製造装置の小さい )11買に、その装置で製造可能な害IJ り付け

データを決定する。この時には割り付けデータに割り付け優先順位(フライオリティ)を設

け、割り付け優位順位の高いものを先に割り付ける。

割り付けは、図 4. 11 に示すように、割り付け対象となった割り付けデータについて十数

種類の制約条件を順に l つずつチェックして、 i つでも不満足である場合、割り付け侯補

の対象から除外し次の割り付け候補に関する条件チェックを行う。

( 3) 後処理では、割り付け結果をディスプレイに表示し、専門家の割り付け結果の修正を

促す。

4.4.3 知識ペース内のルールの分割

中間モデルに記述したロジックをもとに構築した知識ベース中のルールは、以下の手 )1阪

で分割した。

( 1 )ルール全体を、①前処理(約 60 ルール)、②割り付け処理(約 190 ルール)、③後処理 L約

10 ルール)に分割した。この分割は、中間モデルに記述したロジックに沿った分割である。

(2) (1) で分割した各ルール部分を、 ①の前処理については、フレームが多量に生成された

り、更新されたりするため、 10 のルール部分に分割した。②の割り付け決定処理について

は、オーダの優先度やチェックする制約条件に着目して 18 のルール部分に分割した。③の

後処理については、次回スケジューリングのためのルール部分、スケジューリング結果の

出力を行うルール部分に着目して 4 のルール部分に分割した。
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データの読み込み

在庫引き当て 前処理

害IJ り付けデータの作成

制約条件のチェック

割り付け処理

害IJ り付け

割り付け修正

後処理

各種帳票出力

図 4. 11 推論の流れ

先述の分割方針に従えば、記述した知識ベースをほぼ機械的に分割できる。特に分割効

果があるのは、条件照合処理が多発する割り付け処理部分の分割である。

(3) 推論実行中に各ルール部分で実行されるルール数を調査した結果、各オーダの割り付

け後、割り付けを続行するか、終了するかを判断するルール部分などで、複数ルールが実

行されるルール部分があったので、これを分割した。

図 4 . 1 2 に、実際に構築したシステムのシステム構成(ハードウェア、ソフトウェア情成)

の全体像を示す。本章で説明している部分は、図中の釜繰りスケジュールの部分である。
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設定候補の除外

図 4 . 12 割り付けの決定手順

4. 4. 4 評価

従来の手作業と本システム導入後を比較して、専門家支援の観点から見たルールベース

処理の高速化効果の評価を行う。

(1 )エキスパートシステムを利用した場合のスケジュール立案時間は、本システムの導入

により、従来のようにスケジューリングのすべてを専門家が手作業で行う場合と比較して、

1/5 程度に短縮することができた。例えば専門家が週 l 回 1'""'-'2 日かけて翌週分のスケジュ

ーリングを行う作業を、本システムを利用することにより 3'""'-'4 時間程度で行うことができ

る。

スケジューリング時間の短縮により、緊急な再スケジューリングが容易になった。

また、 ES によるスケジュールの代替案作成処理部分についてみると、本章で述べた代

替ロジックの採用方法を用いて構築した同ーのルールに対して推論中の条件照合範囲を限

定したことによる計算機処理の高速化効果を図 4. 14 に示す。条件照合範囲を限定した場合

のルールの実行速度は条件照合範囲を限定しない場合の約 4 倍であった。しかし、代替ロ

ジックに置き換えたことによる計算機処理の高速化効果は、バックトラックの発生要因を
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明確にすることが難しかったため正確ではないが、数倍~十数倍程定であると考える。

データ帳票

ES/KERNEL/W 

2050/32( メモリ : 16Mt" イト )

ホストコンピュータ

ローカルワークステーション

知識ベース

釜性能製品情報
(制約条件)

図 4. 13 ハードウェア，ソフトウェア構成

(2) E S による割り付け結果について、割り付け可能な計画データの数が減少する等の質

の劣化はなかった。また、専門家から、「大きなトラブルを発生することなく製造を行うこ

とが可能であるが、割り付け結果の 2 割程度のデータに関してオーダの組合せや割り付け

製造装置の選択を変更するとさらに数受注の割り付けが可能となり、より製造効率の良い

スケジュールとなる J という評価を得た。代替ロジックを採用したことによるスケジュール

の質の劣化を専門家の許容範囲に収めることができたと考える。

(3) 提案方式では、中間モデルを設定して本来の専門家のロジックを問践的に構造化する

ことで、システム構築後に専門家本来のロジックについて知ることを可能にしているため、

構築した ES を次の世代の専門家の育成に使用することも可能である。
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4. 5 結言

-0一従来(非分割)方式

一白一分割型処理方式

本章では、専門家と計算機とがマンマシン協調型でスケジューリングを行うという前提

のもとで、専門家がスケジューリング業務を許される時間内で行うことができるように、

スケジューリング処理を行うエキスパートシステムの計算機処理を高速化するためのルー

ルベースの構造化方式を提案した。具体的には、①システムのリーダビリティを維持した

まま計算機処理の負荷の小さいスケジューリングロジックを知識ベース中のルールベース

に記述し、さらに②ルール処理中の条件照合用のネットワークを分割することにより推論

中の条件照合範囲を限定することにより、条件照合処理を効率的に削減するようにした 。

さらに、提案方法を(株)日本触媒殿のポリエステル樹脂工程スケジューリングに適用した

ES を利用してスケジューリングを行った場合、その作業時間は、専門家がそのすべてを

手作業で行う場合の 1/5 程度に短縮できることが確認できた。また、本方式に従って専門

家ロジックの一部を代替ロジックに置き換えることにより構造化した同ーのルールに対し、

推論中の条件照合範囲を限定した場合の計算機処理は、条件照合範囲を限定しない場合の

約 4 倍に高速化できることが確認できた。

また、提案方法を、ペイント製造の工程スケジューリングに適用した結果、同様の高速

化効果が得られた。これらのことから、頻繁なスケジュール変更が必要となる変種変量生

産下のスケジューリング支援に ES が適用可能であるという見通しを得た。構築した ES

をより実用性の高いものにするためには、制約緩和などの知識獲得の充実が必要であると

考える。

1.00 

0.75 

処
理
時
間0.50 

0.25 

O.OQ: 
害IJ付
開始

114 
開始

112 
開始

3/4 
開始

害1]付

終了

計画データの割付推移

図 4. 14 割り付け時間の比較

(4) 提案方式の適用経験から、 l ルール部分で l ルールが実行されるような分割について

は、ルールの構造化が十分行われているかどうかの見直しのために有効であることが分か

った。
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第 5 章

結論

5. 1 本研究のまとめ

本章では、第 2 章から第 4 章で述べた本論文の研究結果について論じる。本論文では、

マンマシン協調業務における知識処理方式に関して、専門家と計算機との聞のタスク分担

を円滑に行うための知識ベース構築の考え方、環境情報を業務知識として計算機に取込む

方法、および知識ベースの推論処理の高速化方法の 3 つの観点から研究をまとめた。

5. 1. 1 タスク分担を円滑に行うための知識ベースの構築と評価

知識ベース構築の考え方の課題については、通販業における売上高予測業務の一環であ

る顧客セグメンテーション業務を対象として、専門家の顧客履歴データ分析を支援するエ

キスパートシステムの知識ベースを構築し、専門家の業務支援における有効性を評価する

内容について、第 2 章で述べた。

アパレル商品を取り扱う通販業においては、商品の需要(販売量)予測を精度よく行うこ

とが重要な課題である。シーズン毎の計画的な商品の生産、販売を行うために、通販業で

主流となっているダイレクトマーケテイングの分野では、データベースに蓄積した顧客の

購買履歴等の顧客データを商品毎に重回帰分析を用いて分析し、販売量を予測する方法が

用いられている。しかし、近年では、経験豊富な専門家が上記計算機分析を用いても、実

用的時間内で満足な分析結果を得ることが困難になっている。

そこで、第 2章では、専門家が売上高予測式の作成を効率良く短時間で行うために、分析

に必要な専門家の計画知識を重回帰分析ツールへの入力となる説明変数の数が初期の 1/20

~1/30前後になるまで、説明変数の持つ属性値によって手続き的に順次自動的に削除する
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ような、知識ベース構造の考え方を提案した。さらに、提案方式にもとづいたエキスパー

トシステムを構築し、エキスパートシステムが出力した説明変数群を、専門家が計算機と

対話的に取捨選択する、エキスパートシステム併用方式を提案した。構築したエキスパー

トシステムを用いて分析を行った場合と、専門家が手作業により分析を行った場合を評価

した結果、専門家による知識ベースの可読性を損うことなく知識ベースが構築できている

ことが分かった。さらに分析結果の質を落とすことなく、分析にかかる作業時間を約 1 / 3

に短縮できた。

5. 1. 2 環境情報を業務知識として計算機に取込む方法

環境情報を業務知識として計算機に取込む方法に関する課題については、配電設備巡視

業務を取り上げ、専門家が、巡視後の保守計画業務における環境情報を現地において計算

機に取り込む方法について、第 3 章で述べた。

製造 ・ 電力・損保・金融・流通業界等の分野では、巡視・渉外・営業業務など、オフィスの外

での業務の重要性が増しつつある。巡視業務においては、設備のある現地に赴いてデータベース

に蓄積した設備情報を参照するだけでなく、チェックした項目を入力したり、さらに周辺の環境

情報までも現地で入力してオフィスに持ち帰り、共有情報とすることが求められている。上記の

外部活動を支援するため、ペンインタフェースを有する携帯端末を適用したシステムが提案され

ているが、従来方式のインタフェースでは必ずしも十分使い勝手の良い実用的なインタフ

エースを提供できない。実業務の現場では、業務プログラムを構築する際には想定しなか

った種々の事故や災害が発生するため、その状況に柔軟に対応するインタフェースを提供

できていないためである。

そこで第 3 章では、業務AP画面全面をイメージ情報に変換して画面に表示し、その上

に書く手書きメモをベクトル情報として蓄積する手書きメモ入力機能、および手書きメモ

の入力終了時に、業務AP のイメージ画像と蓄積した手書きメモ情報を合成して一枚のイ

メージメモを作成するイメージメモ管理機能を提案した。これにより、現地での業務にお

いて、環境情報の入力が必要になった任意のタイミングで、関係する業務AP の画面のど

こにでも、手書きメモとして環境情報を入力することが可能になった。

さらに、提案機能をペン PC 上にイメージメモインタフエースとして実装する方法を示

し、電力会社における配電設備巡視業務に適用して評価した結果、現地において環境情報

を容易に取込めることが分かった。さらに、現地で環境情報を計算機に入力することによ

って、巡視業務からオフィスに戻ってきた後にかかる環境情報のアップロードのための業

務時間を 1 / 10 程度に短縮出来ることが分かった。
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5. 1. 3 知識ペースの推論処理の高速化方法

知識ベースの推論処理の高速化方法における課題については、ポリエステル樹脂製造工

程スケジューリングにおけるスケジューリングエキスパートシステムを例に取上げ、専門

家が許される業務の時間内でスケジューリングを行うための推論処理の高速化方法につい

て、第 4 章で述べた。

近年製造業において、消費者ニーズの個性化に対応する変種変量生産が行われている。

変種変量生産においては、スケジュールを時々刻々変更して製造量や製造種別を調整して、

所望の条件にできるだけ近い状態で製造を続けていくことが必要である。このスケジュー

リング作業は、製造装置や製品の特性についての知識や営業・販売など関連部署問の調整

力を持つ熟練した専門家に限られるため、専門家の責仕・作業負担が大きい。そこで、専

門家を支援するためにスケジューリングエキスパートシステムの適用が進められている。

しかし、実用 ES の構築において、専門家の詳細なスケジューリング知識を利用すると、

ルールやフレームの数が膨大になり、 ES の処理性能が劣化して専門家支援が不可能とな

るという問題が生じていた。

そこで、第 4 章では、推論実行処理のための条件照合範囲を限定することによる推論処

理の高速化効果を分析した。さらに、計算機処理の負荷の小さいスケジューリングロジッ

クを知識ベース中のルールベースに記述した上で、ルール処理中の条件照合用のネットワ

ークを分割することにより推論中の条件照合範囲を限定して条件照合処理を効率的に削減

するようにした。提案方法をポリエステル樹脂工程スケジューリングに適用するため、ま

ず知識ベースを記述する際に、パックトラックを起こさないように割付条件を先読みする

代替ロジックを採用した中間モデルを構築し、ルールを記述するようにした。次に、記述

した知識ベースを、前処理、割付処理、後処理の部分でルールを分割し、さらに 、 割付処

理の部分でルールを詳細に分割した。提案方法を適用した ES を利用してスケジューリン

グを行った場合、その作業時間は、専門家がそのすべてを手作業で行う場合の 1/5 程度に

短縮できることが確認できた。また、本方式に従って専門家ロジックの一部を代替ロジッ

クに置き換えることにより構造化した同一のルールに対し、推論中の条件照合範囲を限定

した場合の計算機処理は、条件照合範囲を限定しない場合の約 4 倍に高速化できることが

確認できた。
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5. 2 残された研究課題

本論文では、計画業務における専門家と計算機によるマンマシン協調業務における知識

処理方式に関する研究の成果について述べた。近年、特にインターネットを用いたネット

ワーク社会においては、専門家が刻々移り変わる計画条件や環境情報を、より早く把握し、

迅速かつ的確な判断を行うことが出来るかどうかが、企業にとっての死活問題である。実

業務で活用できる知識処理方式に関して、まだ多くの研究課題が残っている。

今後の研究課題は、ネットワーク社会におけるより一層の専門家支援方法を具体化する

ことと考える。インターネットを用いたネットワーク環境が社会へ浸透したことによって

市場の感度が高くなり、製品やサービスをタイムリに市場に提供することは、ますます難

しくなっている。このため専門家は、自分の部署だけでなく、関係する上流、下流の部署

と情報を滞りなく度受して計画業務を遂行しなければならない。さらに、計画に沿って市

場に提供した製品やサービスに対する顧客やユーザの反応を、次の計画業務に有効に反映

していかなければならない。これらの要求に応えるために、専門家が行うべき計画業務の

付加価値を高めて行く手段を提供することが必要である。

上記の専門家支援方法を具体化するためのアプローチとして、情報の授受を専門家の属

する部署や企業で円滑に行うフェーズと、関係する企業聞において円滑に行うフェーズと

に分けて考察することが有益と考える。まず、前者においては、複数の専門家の共同作業

を知的に支援するために、分散知識処理に関する技術を具体化していかなければならない。

本研究では 、 基本的に一人の専門家が限られた時間の中で計画業務を効率的に行うための

支援方法について述べた。企業組織の中においては、製造、営業、設計等、複数の部署が

あり、これらが相互に情報を授受して一つの企業活動を実現している。専門家が業務遂行

のために用いる計画条件は、他部署の専門家の業務結果から得られる場合もあり、このよ

うな専門家聞の情報の授受を知的に支援することにより、企業全体としての計画業務がよ

り効率よく遂行されると考える。複数の専門家聞の協調を実現するために、計画条件や環

境情報を専門家が後々業務の過程でタイムリに引き出して活用できるような蓄積/検索技

術が課題となる。また、専門家が挙げた情報観点をもとに、日々移り変わる蓄積情報にト

リガを掛けて情報検索をしたり、検索した情報を対応が必要な部署に送り届けるようなエ

ージェント技術が課題となる。さらに、上記エージェント技術を計算機上に実装するため

の基盤となるオブジエクト指向技術やワークフロー技術を組み合せて、実業務の中でより

有効に活用できる支援システムの形を見出すことが課題である。

一方、後者においては、近年計画条件や環境情報を、企業内だけではなく企業問でも授
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受/共有し合って、各々の企業活動を遂行する肢術を具体化していかなければならない。

既に関連/協力会社としての関係を結んでいる企業問でその結びつきを強化するだけでな

く、自企業の弱みを補い、強みを増強するために、企業問で機能レベルのアライアンスが

結ばれることも多くなっている。このように企業問、さらにはユーザまで含めた'情報授受

/共有を実現する技術として、サプライチェーンマネジメントを実現する技術に対して市

場の期待が大きい。そこでは、一企業内の情報だけではなく、広く関係企業や顧客の情報

までも含めた情報サプライチェーンを実現するサフライチェーンマネジメントの技術や、

そのサプライチェーンの中で、専門家業務の付加価値を高める手段を提供する技術が必要

である。サプライチェーンマネジメントのシステム化を実現するためには、企業問での情

報授受/共有をオーフンな企業問ネットワーク上で実現することが必須である。このため、

専門家が業務の中でレスポンス良くシステムを利用できるように、ネットワーク全体の負

荷分散や情報蓄積/検索技術が諜題である。さらに、専門家が上記の情報蓄積/検索をオ

ープンな企業問ネットワーク上で安全に行えるように、セキュリティ技術を組み合わせ、

なおかつ実用的なレスポンスを損なわないようにシステム化することが課題である。
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